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質 問 者  質  問  事  項  質  問  の  要  旨 

１．まちづくりの方向につ

いて 

①住民主導型のまちづくりに対して行政のサ

ポートはしていくのか。 

②旧築城庁舎跡地利用。 

吉元 一也 

２．テクノスマイルとの契

約は。 

①旧城井中学校のテクノスマイルとの契約は

どのように考えているのか。 

１．築上町歴史民俗資料館

の運営について 

①派遣個別契約の事前協議等内容について。 

①合併協議会会長として住民に約束した基本

方針と選挙中の公約（マニフェスト）の政

策問題について。 

２．町長の町づくり基本施

策について 

②職員の発表した１００人委員会を組織する

と言われましたが、何を検討していただく

のか。 

中島 英夫 

３．基地問題について ①今までの経過と今後の方針について。 

１．行財政改革の断行と新

町建設の中長期計画を

早急に示し、行政と町

民が一体となった、町

づくりを。 

①財政基盤の強化が急務であり、その方策と

して大幅な歳出削減や税収増加対策等を行

うため、プロジェクトチームを作り、研究

し計画を明示し、実行することが重要であ

る。 

２．「環境美化宣言の町」

について 

①地球の環境汚染は今後も、大きな社会問題

と考えられる。そういう中で“環境美化宣

言の町”として町内外にアピールし、全町

的な運動として取り組む為に。 

有永 義正 

３．「希望降任制度」「希

望昇任制度」の導入に

ついて。 

①職員のやる気を促し、組織をより活性化さ

せる為に。 

小林 和政 １．財政改革に対する基本

的姿勢について 

①現状の認識は。 

・どの程度の厳しさか 

 （新町建設計画） 

・問題点の把握と対策は。 

 （１）滞納分 

 （２）町債の残高 

塩田 昌生 １．水道使用量の見直しに

ついて 

①核家族が進んでいる現在、又、高齢者の一

人生活も合わせ進んでいる水道使用量も

１０ｔ以下（基準量）の家庭が増えている

が、これに対し基準の見直しを考えている

のか。 
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川端 政廣 １．地域資源活用について 

 （新エネルギー導入） 

①環境にやさしいまちづくり。 

 ・公共施設への新エネルギー導入 

 ・環境教育（エコスクール）導入 

 ・小水力発電（城井川等）導入 

塩田 文男 １．在日米軍再編で、航空

自衛隊築城基地へ訓練

移転について 

①今後の対応について。 

１．在日米軍再編と自衛隊

築城基地について 

①米軍再編で築城基地はどう変えられようと

しているか。 

②築上町にどのような影響があると考えてい

るか。 

③住民の反対の声を基に断固反対を貫くか。 

２．障害者自立支援法の実

施によって 

①町内の障害者の負担はどう変わろうとして

いるのか。 

 町として、どう対応するのか。 

３．「医療制度改革」法案

と国民健康保険 

①新たに大きな負担を強いる法案の特徴から

国民健康保険制度を守るための自治体の役

割を尋ねる。（保険証とりあげ問題、独自

の減免制度の必要性） 

辻上  浩 

４．城井川の治水対策 ①毎年のように旱ばつと洪水の危険をもたら

す城井川への治水のための取り組みを問

う。 
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午前10時00分開議 

○議長（田原  親君）  おはようございます。ただいまの出席議員は２９名です。定足数に達し

ていますので、本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりでございます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．一般質問 

○議長（田原  親君）  日程第１、一般質問です。 

 これより順番に発言を許します。なお、本日の一般質問者は８人までといたします。質問は、

前の質問者席から行ってください。また、答弁を行う者は、所属と氏名を告げて発言してくださ

い。 

 なお、この一般質問につきましては、一般質問の項目は幾らあっても、持ち時間が１時間とな

っておりますので、気をつけて発言してください。 

 では、１番目に７番、吉元一也議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  町づくりの方向についてということで一般質問したいと思います。 

 これは、住民主導型の町づくりに対して、行政はサポートをどういうふうにサポートしていく

のかという問題なんですけど、今月７日のことはわかりませんが、先月１７日に上城井公民館で、

福岡から、まちづくり計画研究所という、そのちょっとややこしい名前なんですけど、そこの今

泉さんという方を招いて、行政に頼らない町づくりを進めようと研修会を開いておりますが、こ

れは６年前、旧築城町の有本町政になった当時は８８.２％の経常収支比率が、去年の１２月に

１０５.６％という赤字財政に危機感を持った住民みずからが、財政負担を軽減しようと意識改

革したあらわれだと思います。 

 住民主導型で財政改革に向けた町づくりを行っているものと思いますが、行政として、研修会

を開くなど、何か手助けすることはないのですか、どうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  築城の上城井の取り組みは、非常にいい例だと考えております。 

 従前、椎田町では、住民による町づくりということで、それぞれの自治会で地区計画というの

もつくっていただいております。これによって、いろいろ中を細かく分けていただいております。

自分たちでできるもの、それから行政に仕事をしてもらわなければならないものというふうなこ

とで、そのような形でいろんな分類を自治会の中で調査しながら、現況調査、そして地区計画と

いうものをつくっていただきながら、そういうことを町の方に提出していただいておるというこ

とで、これは平成、前々町長のときからずっとこのような形で椎田町では行ってきたわけでござ

います。この精神は、自立自行という一つの精神を持っております。 
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 そういう形の中で、ぜひ新しい築上町でも、この計画を築城地区についてもぜひお願いしよう

というようなことで、先般の自治会長会の中では問題提起をいたしてきたところでございますし、

この推進方を、地域の今担当課をつくっておりますが、地域づくり課という形でつくっておりま

すが、ここで担当しながら、そしてまた、それぞれ事務局として、職員配置をそれぞれ出身地区

の職員にお願いしながら、事務のサポートを行っていただこうというふうなことで考えておりま

す。そして、その地域に職員がいないところについては、近くの職員を事務局ということで、そ

ういうムラづくり計画を自治会の中で、自治会の単位でつくっていただこうと、このように考え

ておる次第でございます。 

 また、議員さんの方もよろしく御協力のほどお願いを申し上げたいと思います。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  今町長が言われました。職員配置を地元地区、その地区がなけれ

ば、その周辺から取り上げていくというようなことでありましたが、これは各自治体というか、

町内会があって、その近くの職員に、担当課は関係なく、それなりの意見が出たら吸い上げて行

政の方に持ってくるという、そういうとらえ方をしてもいいんですかね。どうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  意見というよりも、一応計画書をつくっていただくお手伝いというふう

なことで、そしてその計画ができれば、これも自分たちでやるもの、それから町にしてもらわな

ければできないものと、その中でも短期的なもの、中期的なもの、長期的なもの、それと他の自

治会との連携をしなければならないものと、いろんな計画が多分出てくると思います。そういう

ところのすり合わせについては、これはまた町の担当課の方ですり合わせを行いながらですね。 

 とにかく、その自治会の計画、これを、計画書を紙の上に、現況調査を行いながら、これは白

書と申しますけど、白書をまずつくっていただいて、そしてこれを地区計画ということで、毎年

ローリングをしていただくように今椎田の方ではやっておりますし、それに倣った形で、そして

できれば、ハード事業では優先順位をつけていただくと、地区の中でですね。そして、その中で

予算が一遍にできないものは分割方式でさせていただこうと、このような形で今椎田地区の方で

はやっておりますので、ぜひ築城の方もそのような取り組みをしていけばいいんではなかろうか

なと考えておる次第でございます。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  各自治会白書をつくって、その計画に基づいてということで、幸

いなことに、隣の大分県の日出町は、合併しないでこの苦しい財政状況を乗り切ろうと、住民み

ずからが活動しています。そういう先進地に行き、先駆者の──先駆者というか、先覚者の知恵

を拝借するのも一つの手だと思います。 
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 それと、住民主導型というのを、あくまでもその形を崩さずに行政がサポートして、お金が、

まず第一にお金をかけない、お金のかからない勉強をし、そして活動しやすい環境をつくってい

くべきだと思いますけど、あくまでも住民主導型で、住民に丸投げじゃないけど任せて、それを

行政がいかにサポートしていくかという、その横のつながりが大事だと思うんですよ。何か一つ、

その具体的にこういう計画を立てていますというのがありましたら、答えてください。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  例えば、今住民主導型で、これはもう自分たちでできることというふう

なことで、環境整備をまず行っていただいておりますが、月１回ですね。みんなの話し合いで、

いわゆる下水を流す溝は、農家、非農家とも皆出て掃除していこうじゃないかとか、そういうも

のが地域の中で自主的にやられておるというのは多々ございますし、それから花壇をつくってで

すね。やはり花というのは、やっぱり人間の心を和ませるということで、少しあいた空き地を借

りて花壇をそこの住民の皆さんでつくっていただいておると、そういう例が、これは自分たちで

できる例だということで、各所において今やられておるとこでございますし、こういう運動もぜ

ひ自治会の中で広めていただこうと。 

 そして、ハード的なものは、やはり何といっても、道路とか農業用のやはりどうしても施設関

係が悪くなったと、こういうものについては、皆さんで話し合いをしながら優先順位をつけてい

ただいて、しかし、危険なものとか、そういうものは即座にこれは町の方で実施をやりますよと

いうようなことで、人命に非常に危険性があるという箇所、例えば道路、それから水路等で危な

い箇所等があれば、このようなところについては地区計画を無視して優先的にやるようなことも

現在町ではやっておると、こういうことでございます。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  １年でできる計画は１年、３年でできるものは３年、１０年、そ

の１、３、５、７、９って、１０年でそのスパン、奇数スパンでやれるのは取り組んでほしいと

思います。 

 続きまして、旧築城庁舎の跡地利用についてということで、これも町づくりに関連した内容に

なると思いますけど、現在、旧築城庁舎は、新庁舎に移転してから１年以上になりますが、依然

としてそのままの状態で放置されています。町民とともに町の発展に貢献した庁舎を見るに忍び

ない思いで見ていますが、あのままの状態では、環境衛生上よくありませんし、また、少年非行

や児童など弱者を対象とした犯罪の温床になりかねません。また、庁舎が新庁舎に移転してから、

旧庁舎付近は閑古鳥が鳴いています。 

 駅前通りから本町四辻を含め、町の活性化につながる公共の施設が必要不可欠だと思いますが、

今後どのような取り組みを考えているのか、お答えください。 
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○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  旧築城庁舎の跡地の利用でございますけれども、非常に広い土地を有し

て、今本当にもったいないというふうに私も思っておるところでございます。公民館が利用され

るときは、駐車場がある程度利用されている。 

 しかし、庁舎、これは非常に何も使われていないと、本来なら何か私も早急に誘致なりしたい

と考えておりますが、平成１６年に築城庁舎跡地活用検討委員会が、これが委員１３名によって

４回の委員会審議して、答申が出ておると、この答申は、地域のにぎわいの場を創設するため、

住民が活用できる施設を中心に、町のシンボルとして再生されることを期待することとなってお

るということで、これがＡ案としては集合住宅、Ｂ案としてはコミュニティー施設ということで

提案がされているが、これが本当に果たしていいのかどうかは、ちょっと私もまだ就任したばっ

かりで、この検討委員会どうだろうかというふうに、やはり地域の皆さんの意見も私は集約する

必要があるんではなかろうかなと思っておりますので、早速、やはり旧築城地区の皆さんの意見

はどんなもの──私としては、本来は県の例えば出先機関を誘致したいとか、そういうことで、

建物が非常に老朽化しておるという問題もございますけど、そこんとこいろんなまだ活用方法が

あるんではなかろうかなと、企業誘致も一つの方法でありましょうしですね。 

 しかし、いろんな建物の構造自体が、ちょっとこう私も問題があるんではなかろうかなと思っ

ておりますので、ちょっといましばらく検討させていただきたいと考えております。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  定かではありませんが、９,０００平米ぐらいあったと思うんで

すよね。それで、現庁舎、新庁舎を建てたときに、あの土地が２万２,０００平米で、３億

５,０００万ぐらいで買収というか、買ったと思うんですよ。そのときに問題になったのは、土

地代が、計上したときに２,６００万で新庁舎の土地が計上されていたから、おかしいじゃない

かと言ったら、新庁舎の土地代と旧庁舎の土地を売却した差額の金額ですよという、そんなすっ

とぼけたことを言ったような記憶があります。 

 それで、売却して、その差額の値段で上げるといいながら、まだそういうその答申が出て、Ａ

は住宅、Ｂはコミュニティーというような状況なんですけど、本当に町の活性化を思えば、やは

り何か公共の施設──住宅等も考えられますが、そうなれば、やっぱり長期計画になってくると

思います。 

 一番は、もう町民に負担をかけない、少ない予算でやりくりするのも、町の財政的に大変と思

いますけど、町民が有効利用できる公共の施設に向けて頑張っていただきたいと思います。この

質問は、もうこれで終わりたいと思います。 

 続いて、テクノスマイルとの契約はということで、第２番目ですね。質問事項ですね。それに
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入ります。 

 旧城井中学校のテクノスマイルとの契約はどのように考えているかということで、現在、旧城

井中学校跡をテクノスマイルに年間約１２８万で貸していますが、これは旧築城町時代に固定資

産税分の金額での契約だと聞いています。これでは、プラスアルファの収入が入ってきませんし、

幾ら企業誘致だといっても、固定資産税分の支払い分以外に収入がないのは問題だと思います。 

 こんな計画性のない契約も、まだ４年近く残っていますが、町も合併し、執行部もかわったこ

とですし、今後、契約の内容も含め、どのように更新していくか、お答えいただきたいと思いま

す。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  旧城井中学校跡の跡地にテクノスマイルという会社が、これは契約、賃

貸借契約書ということで、平成１７年の３月１日にテクノスマイルの取締役社長馬見塚譲さんと

の契約を行っておるわけです。この契約は、城井中学の敷地と建物一式を貸すということでござ

います。 

 数量としては、土地が１万８,５９２.２９平方メートル、それから建物がすべてで、鉄筋コン

クリート３階建て校舎２,５９０平方メートル、それから平屋建ての校舎４７平方メートル、鉄

骨づくり平屋建て校舎１０２平方メートル、それから児童交流施設ということで１１平方メート

ル、すべてこういう形でテクノスマイルに賃貸で貸すと、先ほど賃貸額もございましたが、年額

１２８万７,０００円ということでございます。 

 このような形で、当初は、何か私も聞いたところでは、法人税も入ると、固定資産も入るとい

うことで、企業誘致というふうなことで聞いておりましたが、入ってみた状況ではそうではない

と、ただ、よそからの研修生を受け入れて、講師はよそから来て、そこには従業員が一人もいな

いというようなことで、法人税も入らないというふうなことで、これはちょっとまずいなと私も

考えておるとこでございます。 

 できれば、この契約期間は、これはもう満了しなければ、契約しておるんでですね。５年契約

ということで、平成２２年の２月２８日までが期限になっております。この期限までは、やはり

もうテクノさんに貸さなきゃいかんかなという考えで、後、この契約を更新するかどうかという

形になれば、ぜひ、法人税の入る企業誘致があれば、私はこの更新はしないで、新たな会社を誘

致したいと、そうすれば地域も潤いますしですね。 

 よそからの研修生を受け入れるだけではなくて、これは何も地域が潤いません。やはり研修生

をするという形になれば、この築上町を主体にトヨタに入社させるというふうなことの研修生で

あれば、私は、これはこれでよしとしたいと思うんですけれども、この地域の者で、外国からの

研修生が大半でございますし、築上町の半分の研修生を受け入れて、トヨタ関係に入社させてい



- 168 - 

ただくと、そういう形であれば私はいいと思いますけれども、今の状況では、私は再契約はすべ

きでないと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  町長が言われたように、あと４年間残っているんですよね。私が

言いたいのは、旧築城町の有本町長時代に契約したんだから、今度は築上町の新川久三として、

築上町として再契約というか、契約の改めて契約をし直すということは考えていないですか、ど

うですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  これは、合併により、やはり行政の継続性というのがございます。この

契約を破棄すれば、違約金を払わなければいけないということで、一応あと４年残っております

ので、４年間はもうそのまま、行政の継続性からすれば貸すべきではなかろうかなと私は判断し

ておりますので、そこんとこを御理解願いたいと思います。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  今、財政が、国の財政も世界の財政もころころもう猫の目のよう

に変わってきて、今、その固定資産ていうか、その物の物価が、１００円で買えたものが５年後

はもう１５０円も２００円、ガソリンと同じ、もうどんどん物流が、もう品物の金額が変わって

きてるんですよね。 

 それを、平成１７年、去年の３月１日に契約して、２２年の２月２８日まで、その金額で、

１２８万７,０００円でやっていくっていうこと自体が、これはあくまでも５年契約の中で１年

ごとに契約を更新しますよと、そういう内容の文言というか、ただし書きがあればいいんですけ

ど、いきなり一括で、これも１カ月で決めた契約なんですよ。僕らが３年間、学校統合準備協議

会という中で３年間、学校の統合を目指して、城井中学校の跡地を耐震調査までして、さあ文科

の予算がついたからやるぞっていう状態になったときに、１カ月でこれテクノスマイルに寝返り

打って契約してしまったんですよね。 

 そういう経緯があるから、私がここに言うのは、前回、築上町と築城町は違いますけど、去年

の１２月議会にこの問題を町長に質問しました。そのときに、資産評価を考えて、町の状態が苦

しくなれば売却も考えていますということを言ったんですよ。 

 町長、どうです。どういう状況、その１年ごとの更新がだめなら、何らかのやっぱ手を打たな

ければ、このままずるずる４年間も１２８万、月１０万ちょっとですよ。ここらあたりのいいマ

ンションやったら、そのくらいの賃貸のマンションをもう個人で借りていますよ。どうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  私も、この金額安いなという感覚は持っておりますが、何分やはりこれ
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は賃貸契約ということで、築城町とそれからテクノスマイルがやった契約でございまして、たと

え合併しても、この契約は新しい町に引き継ぐという形に当然なります。 

 それで、この契約の解除という形になれば、第８条に、賃貸物件を目的外の用途に供し、また

は故意もしくは過失によって損傷したり荒廃させ、その他この契約に違反したときは、いつでも

この契約を解除し、損害賠償を請求することができるというふうな形になっておりますので、こ

れ以外にすれば、契約解除の申し出すれば、相当のやっぱり契約の解除金をですね。逆に、この

いわゆる研修所を開くために費やした経費等の賠償が出てくるおそれがございますし、ここんと

こは企業が進出してくるという形になって、これらも一応契約解除してでも進出したいという企

業が出てくれば、当然その場合はそれ相当の契約の違約金を払いながら解除ということもできま

しょうけれども、今のままこれはすぐ即座に解除しても相当出費がかさむというふうなことにな

るので、この契約期間は守ってやるべきじゃなかろうかなと、このように私は考えております。 

○議長（田原  親君）  吉元議員。 

○議員（７番 吉元 一也君）  そんな多額な、賃貸料に比べれば多額の違約金を払ってまで解除

をするのもどうかと思いますけど、これにかかわる、関連するやっぱり条件として、あなたのと

こに年間１２８万７,０００円で貸すから、それに見合う企業を誘致してくださいと、関連した

企業を連れてきてくださいというような、やっぱり話し合いの場は持っていいと思います。そう

いう前向きに検討していただきたいと思います。これで私の質問を終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  続いて、２番目に２３番、中島英夫議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  町長、そしてまた教育長さんに質問をしたいと思います。各課

長さんはそれぞれもう非常に勉強されておると思いますけれども、事実上の初めての議会であり

ますので、お二人にぜひともお答えを、答弁をお願いしておきます。 

 ３件ほど質問通告をいたしております。 

 まず最初に、築上町の民俗資料館の運営についてということで質問をさせていただきます。 

 去る２月２８日であったかと思いますが、椎田駅の前にあります延塚記念館の前を私通行いた

しておりました。そのときに、正面玄関に掲示がありました。その掲示の内容は、３月５日に休

館をするというような内容でございまして、詳細は不明であります。 

 そういうことで、たまたま私は忘備録を持っておりましたので、３月５日に何があるんかなと、

何か大きな事業がある、何かあるんかなと感じまして、見ましたところが、当日は消防の出初め

式、そしてまた教育委員会の所管の船迫の釜跡の公園ですか、ここに植樹祭をすると、植樹をす

るというような記事がございました。 
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 それに関連して休館するのかなと感じまして、この本庁の中にあります教育委員会の椎田支所

に参りまして、当時まだ４名の職員の方がおられまして、どうして休館になるのかとお尋ねをし

ました。そのときに、まだ支所長さんがおられまして、この本庁の方に直ちに照会をしていただ

きまして、そのときに担当の職員、そしてまた課長さんがいなかったようでありまして、明確な

答えが返ってきませんでした。 

 そこで、私、ハナグマの方に行きたいというようなかねがね思いがありましたので、ついでだ

からというような思いで教育委員会の本庁の方に参りまして、神崎課長さんにお会いをいたしま

した。そのときに既に課長さんは存じておりまして、行き違いで、休館のことにつきましては開

館するということで取り消しておると、そういう内容でございまして、そのときに、時間的には

１時間のこの紙は掲示されなかったと、直ちに撤去したようでありますが、そういうような経緯

がまずあったということを教育長にお話ししておきます。 

 そして、その後、私調査いたしました。この内容は、やはり職員が、派遣職員が、管理してお

る派遣職員が休むというようなことであったと思います。そこで、気づいておったわけですが、

午前中の職員と午後の職員が入れかわっておられます。そういうことで、しかも同じ同一の家庭

から採用しておるというような実態のようでございまして、何か用事ができたときには、家族の

中でありますから、当然一緒に休むような状況になると思います。そういうことで疑問に感じた

わけであります。 

 そこで、質問になりますけれども、この委託契約ですね。委託契約の内容と、私は、非常に重

要なのは、決裁を受けておる、職員が起案をして決裁を受けておる中で、この中に事前協議によ

って正職員が１名と補助職員ですか、そういうことが１名というようなことでなされておるとい

うことですね。どうして正職員の補充と、午前中と午後を切り離したかと、他の施設または雇用

関係におきましては、午前、午後の契約というのは余り旧築城町、旧椎田町の施設におきまして

も聞いたことがないんです。ここだけ午前、午後を入れかわって採用しておるのかということと、

この起案の内容のときに、決裁もらっておるときには、案内、この内容が契約の内容と、サン

コーと結んだ契約の内容のときと起案文書にあります内容が若干違うんですね。業務内容に至っ

ては、一般事務、歴史資料取扱事務、清掃等と、この起案のときには、教育長、こういうような

ものが業務内容になっとるんですよ。ところが、この契約書の方についてはちょっと若干違うん

ですね。この内容の違いを明らかにしていただきたいとまず思います。 

○議長（田原  親君）  教育長。 

○教育長（神  宗紀君）  お答えいたします。 

 ただいま御指摘の点ですね。その契約については、私は詳しいことは知りませんけれども、私

の聞いてる範囲は、兄弟で交代であそこの管理に当たっていると、こういうふうに聞いています。
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その理由は、月に４回しか休みがないと、毎週月曜日で、５日あるときもあると思いますけれど

も、４日か５日、そうすると本人の休みは月に四、五日しかないので、労基法なんかにも抵触す

るのではないかと、こういうことで、２５歳の姉と２２歳の弟で交代で今管理運営に当たってい

るというふうに聞いております。 

 それで、当日、今中島議員御指摘の日は、家事の都合でということで、恐らく２人とも外せな

い出来事があったと、ここにその問題があるわけで、兄弟で採用すると、そこに問題点があるな

ということは今気がつきました。 

 契約の内容については、私は詳しいところは今のとこわかりません。ただ、姉の名義で契約し

てるんではないかというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  兄弟ということで、いろいろと休むときは一緒に休むような事

態が起こると思います。やはりこれについては改善を考えていただきたいと思います。 

 なお、個々の内容なんですけれども、この契約の方ございます。教育長も写しを持っておると

思いますが、私は、案内というのは、具体的に派遣職員の案内というのはどんなものかなと、内

容、業務内容ですね。案内はどんなものかということをお答え願いたいと思います。 

○議長（田原  親君）  教育長。 

○教育長（神  宗紀君）  業務内容の案内ですか。ちょっと内容がわからないんですけど……。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  仕事は何をするんかです。 

○教育長（神  宗紀君）  仕事の内容ですか。これはもうそこに書いてあるとおり、一般事務と

歴史資料の取扱事務、それからかぎのあけ締め、清掃、そういうふうになっておると思います。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  わかったような、わからないような答弁で、私も戸惑っておる

わけですが、この契約ですね。これは３つほどあるんですけれども、旧椎田町の時代に、ただ

１１月でありますけれども、起案がなされておりまして、サンコーに対して全く素人でもよろし

いと、歓迎するというような起案の内容であったと思います。 

 私は、民俗資料館に案内というのは、ある程度の理解ができる、すべてのことを展示物につい

ての説明ができないにしろ、全くの素人を配置すると、これは若干問題があるんじゃないかと、

非常勤といえども、その館長さんを設置しておると、配置しておるというようなことであるなら

ば、このような起案でいいと思うんですが、サンコーに対して全く素人大歓迎ですよと。これは、

民俗資料館というのは、かなりの専門性が求められるわけなんですね。配置をしている。私は釜

跡のところに行きますと、旧築城町の施設でありますが、現在はこの築上町の施設ですから、こ
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こには専門職員が配置されておるわけですね。ところが、こちらは全くの素人を配置している。

しかも正職員でもないと、これについては今後対応していただくのが必要ではないかと。 

 この種の文化施設とか芸術とかいうような施設になりますと、なかなか利用者が少ないという

面があると思います。休むときも、安易にそういうことがあったかなと、それで、神崎課長は適

切にすぐ、設置条例等を熟知しておりますので、問題があるということで、直ちに取り消させて、

正しい措置をされておるわけです。また、松田所長も助言もあったと思いますけれども、適正な

処置はされたということで、これは職員としてとるべき対応しておったと、正しいことであった

と思いますけれども、この内容はやはり改善する必要があると、やはりもう少しですね。 

 私は、特に採用しておる職員がどうのこう述べておるのではない。誤解がないようにお願いし

たいと思いますけれども、やはり少し知識のあるようなですね。それからまた、現在の雇用され

ておる職員を教育するということをですね。だれがまた教育を、これをするかという問題もある

と思いますけれども、十分新年度は配慮していただきたいということで、お願いをして、この種

の質問は終わりたいと思います。もう答弁は要りません。 

 次の質問に移ります。次に、町長の町づくり基本施策についてということで、町長に通告をい

たしております。 

 町長は、合併協議会の会長として、この新町建設のビジョン、そしてまたマスタープランを作

成になり、この計画書につきましては両町の議会も承認をしております。 

 なお、選挙の期間中であったと思いますけれども、町長が公約として主に９項目ほど述べられ

ております。住民に示したわけでありますけれども、その中で、この具体的に金額が入っておる

ところと入っていないところがあるんですね。この公約、横文字を言っておりますので、私もう

わかりませんけど、とにかく公約と述べておきます。そのときに、一番期待していた９番目、

８番目か９番目であったと思いますけれども、その中に巡回バスの新設という項目がございまし

て、約１,０００万円を発表されておったと思います。 

 これは、いつごろ、どのような形で実現をしていただくのか、非常に住民も期待をしておりま

すので、この点を明らかにしていただきたいという点と、もう一点は、これは一般会計から

１,０００万というようなことのようでありますが、火葬場の問題もあったと思います。記憶し

ております。そのときに、３億から４億を建設予算というような記載があったと思います。３億

と４億ちゃ１億の差がありますけれども、このところも金額がですね。合併債か何かだと思いま

すけれども、そういう記述であったと思います。他のところは若干少ない金額がありましたけれ

ども、金額が具体的に発表されておるのは、直ちに１８年度あるいは１９年度に実施をすると、

したいというような思いで金額を入れておるのか、そこのところを明らかにしていただきたいと

思います。 
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○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  巡回バスの件でどうするかということでございますけれども、これはマ

ニフェストは別といたしまして、今から考える巡回バスということで、マニフェストは、これは

スクールバスを利用した形の巡回バスという形になれば、運転手の経費だけがあればいいかなと

いうことで当初考えておりました。 

 しかし、これも抜本的な改革も必要かなということで、今、企画の方にこの巡回バスの件につ

いては練らさせておりますので、いましばらく待ってほしいと思います。 

 予算は極力使わないようにということで、現有の町有のバス、それからワゴン車が、何か８人

乗りのワゴン車等々ございますので、これらを有効活用すれば、ある程度のことはこなせるんじ

ゃないかなと思いますし、余り新しいバスを購入しての予算ということも何かと考えております

ので、現有の車を利用してのと、もし必要であれば、また車の新設も必要かもわかりませんけど、

今のところは現有車を利用した巡回バスというようなことで考えさせておるということでござい

ます。 

 そして、これを有料にすれば非常に時間がかかります。陸運局、いわゆる国土交通省の認可が

要りますし、福祉バスという名目で走らせれば、これはすぐにも運用できるという形になりまし

ょうし、そこんとこをどうするのかということで今議論もさせておりますし、そしてまた、寒田

から築城駅までの間には太陽タクシーが有料でバスを走らせております。この調整も必要でござ

いまして、いましばらくちょっと時間をかしてほしいと、このようにちょっとお願いを申したい

と思います。 

 それから、火葬場の件、これは３億から４億で上げていますけれども、実際これはまだどれだ

けかかるかという想定は、これは頭の実施設計をやって、用地がどこになるか、まだ、基本的に

は今の火葬場の近くというふうに考えておりますけれど、これもまだ周辺自治会とのお話もして

まいらなければなりませんし、ここでのやはり一定の合意は必要でございますし、そういう関係

で、早急にはちょっと建てられない。今年度いっぱい計画を立てて、来年度着工かなと。 

 財源は、これは補助金が全くございません、調べたところ。だから、合併特例債を利用したい

わゆる建設費でいかなければいけないというふうに今考えております。極力財源は抑えていきた

いと、このように考えております。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  巡回バスにつきましては、陸運局の許可は当然要ります。今町

長が言われますように、住民は非常に早期に何らかの形で対応していただきたいというようなの

が願いでありますから、その点は内部で十分検討して、できるだけ早くできる方法をまずとって
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いただいて、後からまだ料金問題、そういうやり方はあると思いますけれども、とりあえず、や

っぱ期待をしておりますので、何らかの改善をして、実施していただきたいと思います。 

 それから、火葬場の件につきましては、私、何か水面下ではかなり早くですね。何かできとる

のかなと思ったから質問したわけで、全く今から討議をしていくと、検討するということで、安

心をいたしました。 

 なお、そういうような問題を含めて、町長が住民総参加の形をとりたいという、常々、旧椎田

町の町長時代に話されておりまして、その具体的な提案が、その１００人ですか、就任時に、築

上町の町長就任時に、職員に１００人委員会を立ち上げるというようなことを話されたと聞いて

おります。今回の１８年度当初予算ですか、一部予算が計上されて、また施政方針の中で若干触

れたんではなかったかなと、こう思います。 

 この委員会に対して、どのような手法で検討していただくのか。既にこういう新町の建設計画

があります。それで、諮問をし、答申を受けるというようなことをやるのか、全く自由にやって

いただくと、もう１００人──これは、１００人というのはたまたまの、多くの住民の意思を聞

きたいということで、反映したいということで、１００人ということは言われたと思いますけれ

ども、従来型の諮問をするということになりますと、拙速にしますと、この職員の方々も大変と

思うんですね。ですから、十分時間を置いてやらなければ、私は、職員に過剰な負担が、日常業

務プラスそういう問題も起きますので、課長さん方は非常に苦慮されるんじゃなかろうかと思っ

ておりますけれども、方法ですね。どういう方法で御審議をしていただくのか、そこを、手法を

明らかにしていただきたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  総合計画ということで、合併した町で新たな総合計画は私はぜひ必要だ

ろうと、今、新町の建設計画というのは一応合併協議会の方でつくっておりますが、まだまだこ

の建設計画では玉虫色でございますし、何よりも、やはりこの築上町には基本構想というものを

必ず持たなければいけないと、このように考えております。この基本構想は、自治法によって議

会の議決が必要になります。そして、後、基本構想を受けて基本計画、それから実施計画という

ことで、細かい実施計画まで、これを決めてつくっていかなければならない。 

 このために、１００人程度の委員さんをお願いして、町づくりの考え方を、私は当然これは諮

問、答申という形でいただきながらやっていこうと考えておりますし、それぞれ築城の方から椎

田の方から均等に出ていただいたら一番いいんではなかろうかなと考えておりますし、あといろ

んな分野がございますが、この１００人の方々を、これを部会に分かれていただいて、専門的に

その部門を中心に議論をしていただきながら答申していただくと、このように考えておる次第で

ございます。 
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 そして、基本構想、基本計画というのは、これは変わりませんけれども、実施計画、これを

ローリングしながらですね。毎年やはりこの検証が必要になりますので、委員さんにこの検証を

やっていただくという方向性もとったらどうだろうかと、このように考えておるところでござい

ます。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  課長さん方は非常に忙しいわけで、この課長さん方、執行部の

相談相手として、従来どこの市町村もコンサル、これを活用してきたと思いますけれども、この

点どのような考え、コンサルを入れないで、手づくりでやっていくという固い決意なのか、そこ

ら辺を明かしていただきたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  コンサルは、私は入れるつもりはございません。やはり手づくりでとい

うことで、これをやはり築上町の皆さんでつくっていこうと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 

○議員（２３番 中島 英夫君）  ぜひとも住民の意見を吸い上げて、手づくりでですね。これは

職員の方も大変と思います。しかし、非常に実力もつくし、やはりそういうことで、ぜひともそ

ういう手法をつくっていただきたいと思います。 

 次の質問に移ります。最後の質問になりますが、私以外に辻上議員の方からも質問をされてお

りますので、簡単に質問をさせていただきます。 

 基地問題でありますけれども、去る１０月に日米の両政府が在日米軍の再編成問題についての

中間報告というようなことで合意をした内容について発表されまして、関係自治体には何の相談

もなくされましたので、衝撃が入ったわけでありますが、西日本の方、この中には岩国、そして

また新富町、そしてまた築上町と、この３基地が含まれておる内容でありました。 

 その後、執行部は、議会の議長も含めて大変情報収集に追われ、そしてまた大変な御努力をさ

れてまいったわけでありますけれども、去る１１月２８日であったかと思いますけれども、政府

の責任者である額賀防衛庁長官が見えられて、今私が述べました椎田町、また築城町も町長、議

長がお会いになり（発言する者あり）ないですか。（「築城の議長は会うてない」と呼ぶ者あ

り）築城は会うちょらん。椎田町はだれが会ったか、私わかりませんけれども、議長は会ったか

何かわかりませんけれども、執行部はお会いしたものと理解をしております。（「会いました」

と呼ぶ者あり）会うた。（「はい」と呼ぶ者あり）そういうような状況で今日推移してまいりま

した。 

 基地問題につきましては、従来から、この町長は築城基地については共存共栄と、これはマニ
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フェストにも述べられております。自衛隊基地の我々の町の要求というのは、やはり騒音問題で

あったかと思います。この具体的に要望または陳情ですか、されてまいりましたけれども、色よ

い返事がもらえないということで今日に至ったと思います。さらに、米軍問題でありますから、

条件が非常に違ってまいると思います。 

 そういう中で、町長が当選をされましてから、執行者として、築上町の執行者として、記者会

見なのか問いかわかりませんけれども、基地問題につきましては北九州の新北九州空港にどうか

というような話を、断片的であったんだろうと思いますけれども、記者に述べられたと、直ちに

その反響が、県知事の方の談話として非常に見解の相違のような問題が報道されまして、非常に

危惧したわけでありますけれども、それぞれ立場の違いがあると、これは地元の自治体の責任者

として妥当な発言をされたと、また、知事は全国知事会の会長として、しかも沖縄を含む九州地

方の知事さんでありますから、建前論を述べたと。 

 そしてまた、町長さん自身が成熟した政治家になったなと感じたのは、交渉事でありますから、

やはりこの住民の意向を読むと、風を読むといいますか、そしてまた知事も政府に対する反響を

見きわめるために、双方のそれぞれの立場があって御発言であろうと、建前を述べたということ

であろうと思います。私は、町長がかなりの発言をされたというのは、これはなかなか２期目を

迎えて実力がついてきたなと、喜ばしいことだと、このように感じております。 

  これから、米軍の基地問題につきましては３月末に最終報告がなされると、あと数日、１週間

か２週間程度しかないんかなと思いますけれども、我々の願いは来てほしくないわけであります

けれども、この日米安保の条約が存在する以上、避けて通れないと、ただ、どこがその問題を引

き受けるかということに尽きると思いますが、そうなりますと、交渉事でありますけれども、田

原議長、また新川町長、勉強しながら、我々のこの願い、自衛隊基地存続しとったときの残りの

その回答がもらえない分と今度の分、だから、終局は地元の振興施策ですね。地元の要求はいろ

いろあると思いますけれども、ぜひとも格段の努力をして、住民の負託にこたえていただきたい

と思っておりますが、今までのその経緯ですね。そして、これから町長としてどのように対応し

ていくのか、その公表ができないところもあると思いますけれども、できる範囲で明らかにして

いただきたいと、住民も非常にその後どうなったのかということをよく聞かれますので、公表で

きる範囲で結構ですから明らかにしていただきたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  米軍の訓練移転の問題でございますけれども、これは先ほど中島議員か

らも話がございましたように、１０月に防衛施設局の方からこれは話がございました。既に御承

知のとおりと思います。そして、双方の──当時は築城町、椎田町の議会とも反対決議をして、

防衛庁、防衛施設庁の方に要請行動を行っておると、椎田の方は、町の助役、それから議会の基
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地対策委員会、住民の八田地区の基地対策委員会というのがございますが、三者で要請行動を行

っていったという事実がございます。 

 そういう形の中で、私も、米軍のこの訓練の移動訓練については反対の立場を示してきておる

というふうなことで、というのも、額賀防衛庁長官が来たときも、小泉さんは国を守るのが仕事

であろうし、私は椎田町の町民の安全と生活を守るのが私の仕事ですということで、はっきり額

賀長官の方には申し述べさせていただきました。そういう形の中で、まだ何も案が出てきてない

という形の中で、国の方で案が決まれば、テーブルには着いて説明は聞きましょうと、そしてそ

の間、町民、それから議会と協議しながら対応させていただきますと、このようなことを申し添

えたわけでございます。 

 そしてなお、この米軍の訓練の移転とは別に、基地政策というものをひしひしと私は長官の方

に御訴えをさせていただいたとこでございます。この一番大事なのは、基地に固定資産税がほと

んど見られてないと、今では国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律の中で、直接訓

練の用に供する施設、これがいわゆる基地交付金という算定のもとに、旧椎田町では１億

３,０００万ほど、築城町では４,０００万ほど参っております。実際、この金額は防衛庁が出す

わけではございません。総務省が出しておるということで、総務省の方に、ぜひ額賀長官の方か

ら、実質課税にしていただくようにぜひ具申をしていただきたいと、そうすれば、飛行機１機

１２０億するわけでございます、Ｆ２が。この固定資産税見返りとすれば、相当の固定資産税が

国からこの国有提供施設等所在市町村の助成交付金という形で参るわけでございますし、ぜひ国

の予算面をこのような形で検討していただきたい。 

 これは原子力発電所と比較しても、やはり基地政策というのは少しおろそかにされておるんで

はないでしょうかと、原発の立地市町村は非常に危険性もあり、基地も危険性があると、そうい

うふうなことで、原発の市町村は、昔は国営の日本発電所でございましたけれども、今はそれぞ

れ民営化で、それぞれの地域の発電所に分かれて、そこが株式会社であるがゆえに固定資産税を

それぞれの市町村に払っておると、こんな形で西日本の防空は築城基地がやっているから、今、

小泉さんが三位一体の改革ということで地方に税源移譲しようということで行っておると、この

ような形から、ぜひ三位一体の改革での税源移譲も、そういう国有資産についても税源移譲して、

固定資産税という考え方で、そうしないと、今の税源移譲は都市に有利な税源移譲じゃないでし

ょうかと、所得税を住民税に転嫁するという形になれば、人口の少ないところは余り潤わないと、

都市ばっかりが潤うんじゃないでしょうかという、このような形で額賀長官には要請をしていっ

たという経過もございますので、御報告をさせていただいております。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  中島議員。 
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○議員（２３番 中島 英夫君）  額賀長官に要望されたという点については理解いたしますけれ

ども、その後、情報が全然住民に伝わらないということが非常に不安になっておるわけでありま

す。また、今度週末ですか、何か地区労か何かが主催で、案内ももちろん、行橋の何か新田原で

すか、何かそういうことで案内もいただいておるわけでございますけれども、今後、できるだけ

執行部、議会と相談しながら、情報開示できるだけ開示していただきたいということをお願いし

て、議長にもお願いして、質問を終わりたいと思います。基地問題につきましてはすぐ控えてお

りますので、これぐらいで終わりたいと思います。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  次、３番目に２９番、有永義正議員。 

○議員（２９番 有永 義正君）  ３点ほど質問をいたします。 

 まず一つは、行財政改革の断行と新町建設の中長期計画を早急に示し、行政と町民が一体とな

った町づくりをということでありますが、その質問の趣旨は、要旨は、財政基盤の強化が急務で

あり、その方策として大幅な歳出削減や税収増加対策等を行うため、プロジェクトチームをつく

り、研究し、計画を明示し、実行することが重要であるということであります。 

 平成１６年度の旧椎田町、旧築城町の決算概況を見てみますと、先ほど吉元一也議員の発言で

もありましたように、旧椎田町では経常収支比率が９９.４％、旧築城町では１０５.６％と異常

に高く、財政の硬直化が大きく進み、危機的状況になっていると考えられます。 

 毎年積立金を取り崩し不足財源に充て、細々と事業を行っているのが、今の現況であります。

その基金も残り少なくなっています。あと何年もつだろうかと心配です。毎年地方交付税や臨時

財政対策債は減額され、ことしも、今後も国の三位一体の改革に伴い、各自治体の財政は大きな

転換期を迎えています。 

 築上町は、合併を契機として、脆弱な財政基盤の強化が急務であると考えます。その対策とし

て、大幅な歳出削減策や税収増加策が考えられます。 

 まず一つに、筑後地区の例を見ますと、行財政改革の一環として、市では筑後市、小郡市、八

女市、大川市が収入役を廃止し、町村では１１町村ありますが、１０の町村で既に収入役を廃止

し、収入役がいるのは上陽町だけで、その上陽町もことしの１０月に八女市との合併の方向で協

議を進めており、各市町村とも財政基盤の強化に努めています。 

 御承知のように、収入役の廃止は、２００４年１１月に地方自治法施行令の改正で助役は収入

役を兼務できるようになっております。 

 町長は、この行政改革の一環としての収入役の廃止についてはどう考えておりますか、まず一

つ。 
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○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  行政改革というふうなことで、今有永議員から質問がございましたが、

まずやはり税収、これは一挙に私は多くは望めないということで、築城町の税収が約５億円、椎

田町が１０億ありましたけど、１０億切ってしまいました。 

 そういうことで、若干下降ぎみでございますけれど、税収は、先ほど申したように、これは息

の長い話になりますけれども、やはり築城基地への課税権を確保すると、これがやっぱり私の一

番の念願でございます。そういう形の中で、今、三位一体の改革の中で、税源を固定資産まで異

動してくれというやっぱり要望を、これは全国基地協議会の中から強く要望していく必要があろ

うということで、私は椎田町長在任時は理事をしておりましたし、その要望をずっとしてまいっ

てきております。今回も、ぜひ理事の一員に加えてほしいということで今協議会の方には申し添

えをしておりますので、長期的にはこのような形で、基地に対する収入、これはやはり全国の企

業が立地した並みのお金をぜひこの築上町に国の方から納付してくれと、こういう方向性が私は

一番、この基地がある以上は国からお金を、いわゆる自由に使える金、補助金じゃなくて、自由

に使える金を国から引き出すというのが一番の政策じゃないかなと考えております。 

 それから、あと、企業誘致、これもまだまだなかなか進んではございませんが、これも今ある

現有の町有施設にですね。例えば、今、椎田の方では日奈古グラウンドというグラウンドがござ

います。管理費もかかります。ここに企業誘致をすれば、この管理費がかからないで、逆に固定

資産税や法人町民税、それから雇用が拡大できるということで、一石四鳥というふうな形になり

ますので、企業誘致は、これは積極的に推進しながら、やはり財源確保に努めていかなければい

けないと、このように考えております。 

 それから、歳出面、先ほど指摘がございましたように、経常収支比率、非常に高うございます。

昨年の１年間で急激に上がりました。というのも、地方交付税が、これはもう極限状態に来てお

ったということで、これもやはり合併せざるを得なかったという一因でございます。先ほど、財

政が何年もつかわからないと、私の考えるところでは、築城町はもうほぼ私は破綻状態にあった

んではないかなと考え、椎田はあと三、四年はもてるぐらいの財政しか積立金もございませんし、

それ以降はどうしようもならないというふうなことで、私も無理に合併に踏み切ったわけでござ

いまして、そういう状況の中で、何とか新しい町をつくりながら、歳出を抑制し、収入を伸ばし

ていくという方向性を模索していかなければなりません。 

 その中で、今、収入役の廃止論議が出ましたが、私は、今のところ、収入役はまだ必要だと考

えておりますし、前回の収入役の選任議案を提案させていただきましたが、残念ながら、皆さん

方は要らないという判断が出たというふうなことでですね。私は、このやはり今の状況下では、

この支出の整理をする収入役の制度、私は必要だと考えております。 
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 そういう形の中で、あと、自治法の改正で、これは収入役を持たないでも兼任できるという法

改正がされるということを聞き及んでおります。そういう形になるまでは、私は収入役を設置し

て、そしてこの町長の執行のやっぱり一つの監視役というふうなことでですね。収入役が、権限

が非常に大きゅうございます。町長が違法な支出をしようというときには、これを取りやめさせ

ることができるというふうなことで、これはやっぱりあってはならないことですけれども、椎田

町では何年か前このようなことがあって、やはり収入役がぜひ必要だと、このように考えている

とこです。こういうことによって、前町長は失職をした状況でもございますし、とにかく一つの

財政支出の法的なことが適法に支出されておるかというチェック機関ということで、皆さん御理

解を願いたいと思います。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  有永議員。 

○議員（２９番 有永 義正君）  今、町長は収入役の廃止については考えていないというふうに

言いましたが、既に今、この収入役の廃止の件は、先ほど私が言いましたように、２００４年の

１１月の地方自治法施行令の中でね。収入役を要するに廃止せいという意味じゃないんです。廃

止しながら、助役が兼務してもいいという法律に変わったということです。それで、収入役はの

けるんやないんでもって、助役が兼務ということですけ、そこのところをはき違えないようにし

ていただきたいと思います。 

 それから、今町長も言いましたように、税収の増加対策は本当に真剣に考えなければならない

と思います。町長もいろいろと相当の増収方法を考えております。このことにつきまして、先日、

新川町長は、後藤県議の県政報告会の中で、苅田町のような地方交付税の不交付団体になれれば

と、それは大きな期待を込めての発言と思います。 

 その苅田町は、１９７５年に日産自動車が苅田町に進出して以来、普通交付税の不交付団体で

ありますが、一時期、町財政が逼迫して、１９９９年から３年間で町の職員を３１人削減するな

ど、大きな行財政改革に取り組んでおります。当時は、１９９９年の苅田町の経常収支比率は

９９.６％です。財政力指数は１.１２ポイントと、非常に九州地区では一番高いです。その当時

ででもですね。そういう高いときでも、そういうふうに経常収支比率が９９.６というふうに身

動きとれんような財政状況で、行財政改革に取り組んだ経過があります。今では、２００３年で

は、経常収支比率も７７.３％、財政力指数も１.２４ポイント、自主財源比率も７１.４％、そ

れから自主財源から義務的経費を割ったポイントも１９９.９％と、非常に九州では１番、一、

二を争うほど内容がよくなっております。 

 きょうの西日本新聞にも出ておりましたが、日産自動車の伊佐山副会長は、苅田町の九州工場

で使用する部品の現地調達率を現在の５割から８割に高めたいというふうに、大きな見出しで出
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ておりました。 

 このように、先ほど町長も自動車関連企業を日奈古グラウンド等で準備をするというふうにお

っしゃっておりましたが、自動車関連企業を受け入れるにしても、十分な受け皿ですか、企業団

地等の確保、整備が非常に重要ではなかろうかと思います。それで、今後も、日奈古グラウンド

等にとらわれず、先ほど言いましたように、町長が言っておりましたように、普通交付税が不交

付団体になるぐらい企業を誘致して、ここを活発に、この地域をしていただきたいと思います。 

 それから、そういうわけで、築上町でも財政基盤を強化するためにも、築上町が今後飛躍する

ためにも、先ほど町長が築上町の基本構想の策定をまずやるというふうに言っておりましたが、

財政再建のプロジェクトチームをつくって、抜本的な改革の必要性を痛感しております。町長の

今後全体の対策像をお聞きしたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  先ほどもちょっと申し足らなかったところがございますけど、やはりこ

れはもう職員の減をやっぱりやらなければ、非常に経常収支比率のバランスは人件費が多ござい

ます。これを減らせば、経常収支比率は減ってまいります。 

 それとまた、これは、経常収支比率にはトリックがあるんですね。というのが、普通建設事業

を多くやれば、経常収支比率は下がるわけです。臨時的経費の中から職員の人件費を充てたいと

いうことで、ここんとこは整合性を保ちながらやっていかなければ、余り大きな事業ばかりやっ

ても、経常収支比率が下がっても、町の台所は火の車という形になろうかと思うんで、そういう

形の中で、事業的には、旧椎田町では町営住宅の建設、本当は計画があったわけですけど、それ

は東八田の団地を建てかえるようにずっと前から計画があったわけでございますけれども、そし

て皆さん退去していただいておるけど、それはもう非常に厳しい財政事情だから住宅建設ちょっ

と見合せようじゃないかというふうなことで、八津田のバス停のところの町営住宅については今

凍結しておると。 

 こういう状況でございますし、いろんな見直し、プロジェクトをつくりながら、それは当然や

っていくべきであろうし、だから、財政、企画、それからいろいろ町づくりの関係、いろいろな

関係部課と、それからまた総合計画の委員さんができれば、そういう一つの行財政部会等も設け

ながら、何とかこの町の基本構想、それから一応総合計画の中の実施計画まで何とかつくり上げ

ていこうと、このように考えておりますので、御理解をお願いしたいと思います。 

○議長（田原  親君）  有永議員。 

○議員（２９番 有永 義正君）  町長の前向きな答弁を聞きました。町長の今後の決断力、実行

力を切に望んで、１番目の質問を終わります。 

 ２番目に、「環境美化宣言の町」についてということです。 
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 質問の要旨は、地球の環境汚染は今後も大きな社会問題と考えられる。そういう中で、「環境

美化宣言の町」として町内外にアピールし、全町的な運動として取り組んではどうかということ

であります。 

 この環境美化については、旧椎田町では、平成５年に椎田町環境美化及び生活環境保全に関す

る条例を制定し、今日まで自治会活動の中で大きな成果を上げているように見受けられます。先

ほど町長が言いました田原町長の時代からずっと続けてきております。例えば、その自治会で、

環境美化を啓発する看板、あるいは標語等を立てて啓発活動、推進活動や花いっぱい運動、また

自治会ごとの文化祭等、多くの自治会活動を活発にその自治会の運動として行っております。 

 旧築城町では、平成１２年に環境美化に関する条例を制定し、毎月第１日曜日を「環境美化の

日」と定め清掃活動をしたり、また年２回、「クリーン大作戦」と名づけ、町民に呼びかけて行

ってきましたが、自治会の継続的な運動としては、自治意識に物すごい差やおくれを感じている

次第であります。 

 そういう中で、平成１８年１月１０日に合併時に、築上町として、築上町環境美化推進及び生

活環境保全に関する条例を制定しております。 

 新築上町発足を機会として、私たちは、築上町の豊かな自然環境、先人たちのたゆまぬ努力で

開かれた肥沃な台地の恵みの恩恵にあずかって生活しております。この台地の恵みに感謝し、ふ

るさと築上町の美しい自然環境を後世の人々に引き継いでいかねばなりません。 

 つい先日も、コマーレにおきまして、資源、環境についてのシンポジウムがありましたが、私

たちの生活が環境に大きく影響を与えていることを深く認識し、町民一人一人が環境美化に対す

る意識を高め、町民全体が住みよい美しい町づくりを目指して、全町的な運動として取り組むこ

とを提案しますが、町長の考えはどうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  有永議員の提案、まことに私は結構な提案と考えております。 

 今まで以上に、旧築城町、旧椎田町、両町ともお互いいいところを取り合ってやっていけば、

非常にいい環境ができ上がるんではないか。この環境問題をクリアすれば、いろんな諸問題も連

鎖反応を起こしてくると、私はこのように考えております。 

 例えば、企業誘致一つにしても、築上町の環境はすばらしいよということで、企業も進出して

くる可能性もございますし、そしてとにかく、やはり一つは自分たちで、前の吉元一也議員のと

きにもお答えしましたが、自行自立の精神で環境問題、自分、身近、屋敷めぐり、自分の家の周

りから自分の環境を整えていくと、これが私は大事ではなかろうかなと、そして隣近所にまたそ

れが広がっていき、そして自治会の中でそういう雰囲気になってくるというふうなことでですね。 

 やはり皆さんの協働、連帯感ができていくような環境美化行動、これがやっぱり大事じゃない
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かなと考えておりますし、従前、両町──旧築城町、椎田町とも、そういう活動は行っていって

おるんで、これが全自治会で実施できるような形になる。そうすれば、コンクールの一つもやっ

てもいいんではないかなと考えておりまして、そこんとこはちょっと今から検討段階に入りたい

と思いますけどですね。 

 環境を大事にした町ということを私は常に考えておりますし、既に従前から、し尿のこれは液

肥をやって土に返すんだ、これも環境問題の一つでございますし、これを、こういう一つの細か

い環境問題にそれぞれ環境課、それから産業課も一緒になろうと思いますけれども、そういう生

産をする、いわゆるコントロールする課、そういうとこといろいろ連携しながら環境問題に取り

組んでいく必要があろうかと考えておりますので、皆さん方もよろしくお願い申し上げたいと思

います。 

○議長（田原  親君）  小林議員──小林じゃない、有永議員。失礼しました。 

○議員（２９番 有永 義正君）  町長の非常に前向きの答弁に大いに期待して、この質問を終わ

ります。 

 ３番目に入ります。「希望降任制度」「希望昇任制度」の導入について、問題の要旨は、職員

のやる気を促し、組織をより活発にさせるためということであります。 

 最近、かなりの市町村で、係長級以上の幹部職員を対象にした希望降任制度が注目されており

ます。この希望降任制度は、１９９８年に中高年職員の過労死や高齢化に伴う親の介護問題の増

大などを背景に、大阪府枚方市が全国で初めて導入したものであります。 

 この制度によりますと、希望者は必要に応じて面接を受け、理由が認められれば職級を１ラン

ク下げ、連動して給与も減りますが、これまでかなりの数の職員が降任したとされております。

同人事課では、枚方市の人事課では、責任回避という非難の声はなく、降任後、本人もやる気を

増し、職員の健康保持、組織の活性化にもつながってきたというふうに言っております。 

 また最近では、この近所では北九州市も導入しております。 

 また最近では、管理職への希望昇任制度を併設している市町村もふえております。別府市では、

自薦のみならず、上司からの推薦も取り入れております。同市の人事課によりますと、人事で突

然昇任を言い渡されても、本人が喜ぶとは限らない。実際に上司の推薦を辞退した職員もいるそ

うです。本人の意思とのずれをなくすために、この昇任制度、降任制度とも、より充実を図りた

いというふうに言っております。 

 また、総括主査級昇任試験制度も導入している市町村もあります。これは従来、一般行政職員

のすべてが、早い遅いの差があっても５級へ昇任していましたが、必ずしもすべての一般行政職

員が監督者、管理者への昇進を望むとは限りません。この中で５級職員のやる気のある３０代若

手中堅職員を政策形成への参画と責任の付与を目的に取り入れている市町村もございます。 
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 この築上町では、今までの古い体質の組織の中で、職員のやる気を促し、その組織を活性化さ

せ、高度化、多様化した町民のニーズにこたえられるためにも、既成の観念を打破していく必要

性を感じます。町長、御一考を……。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  有永議員から希望降任制度と希望昇任制度の導入ということで、これは

よその市町村ではやってるところも、私は、これはテレビとか、それから新聞でも見てわかって

おります。 

 今、合併して、非常に管理職、係長多ございます。実際この希望降任制度がやれればいいがな

と、それとももう一回、一回、今、機構の改革をちょっとやろうかということで今考えておりま

すので、この機構改革の中で、皆さんもう一回全部白紙にさせてほしいというのが僕の気持ちで

す。その中から本当は希望昇任制度をとっていければいいがなということで、非常に難しい問題

でございますけど、あわせて今回の機構改革、このような形でやっていくのか、ちょっと今検討

しておるんでですね。 

 非常に係長、課長補佐、課長が多ございます。実際２万２,０００人の町の規模の役付という

形では多ございますので、機構改革で何とかここを調整できればということで今検討しておりま

すので、こういう一つの希望降任、もし希望降任がなければ、全部白紙にして、一回やり直す必

要もあるかなという考え方も持っておりますので、ぜひこれを参考にして、何とか機構改革をや

りたいと思います。 

○議長（田原  親君）  有永議員。 

○議員（２９番 有永 義正君）  町長の前向きな決断力と行動力に期待して、質問を終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  お諮りします。ここで休憩したいと思いますけれども、傍聴の方もたく

さんおりますし、続行して、１２時まで続けたいと思います。 

 先ほど、小林議員、失礼いたしました。 

 次に、４番目に９番、小林和政議員を指名します。小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  ４番目に私の時間をいただきましたが、町づくりとか財政改革、

行政改革について、かなり町長からの発言がございましたので、私がお尋ねしたいと思った分で

かなりのお答えをいただいておりますので、その部分は確認しながら続けて、少し詳しくお尋ね

していきたいと、こういうふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 私は、お金の関係だけに絞って、財政状態だけに絞ってお尋ねしてまいりたいと思っておりま

す。基本的な姿勢、考え方だけで結構でございますので、町長は１カ月、新町になりましても
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２カ月の状況でございますので、小さい数字をお尋ねしても、恐らく状況変化に伴う変化がたく

さん出てくるであろうという認識のもとで、私も多少数字を利用させてはいただきますが、何億

何千万程度の数字でお尋ねしますので、お答えの方もその程度の数字でお願いしたいと、こうい

うふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それともう一点、先ほど中島議員の質問の中で、新町建設計画、この冊子は町長お持ちですか

ね。これにつきましては、玉虫色であるからというふうな発言がございました。後ほどこれを少

しお尋ねしたいと思います。お持ちですね、これ。（「今は持ってない」と呼ぶ者あり）これち

ょっと持っとっていただけませんか。 

 それでは、具体的な質問に入りたいと思いますが、今回の合併の本来の目的が何であったかと

いいますと、先ほど町長もおっしゃっていましたが、築城は破産状態だった、椎田は四、五年も

つような状態であったと、要するに財政状態が厳しかった。この財政を何とかする。国の支援策

を利用しながら、最も大きな目的は財政状態を好転する。これが一番大きな目的であったんでは

ないかと、こういうふうに考えておるわけですが、町長、認識いかがですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  最初は、そうでもなかったんですけれど、やはり地方分権と、国が進め

ておる分権法という形の中で、合併を進めなければいけないというふうな考え方でございました

けれども、だんだん、この地方交付税、これが築城町の場合はもうほぼ同じだろうと思いますけ

れど、毎年２億円ずつ削られてきたということで、椎田町の場合を例にとれば、１２年ですか、

２６億数千万あったのが、現在ではもう２０億円を割るような数値になってきたということで、

これでは何もできないよと。財政特例債という借金はさせていただいておりますけど、ほとんど、

どんどんどんどん減ってきている状況で、事業は何もできないと。住民サービスの低下を余儀な

くしなければならないような状態になりつつあるというふうなことで、これは合併によって、こ

の財政危機を乗り切るしかないぞというのが最終的な形の合併になったのが、議員の指摘のとお

りでございます。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  私は、合併の目的は、財政再建が最大のものであったんだという

ことはわかりますが、先ほど町長の発言で、築城が破産状態であって、椎田が四、五年もつと。

これは民間企業で言いますと、まさか成長一途の１年ぐらい前のライブドアみたいな姿は全く考

えられません。少なくともこつこつやると１０年、あるいはもう少しもつぐらいの状況であった

か、あるいは先ほど築城は破産状態であったとお話がありましたけども、この破産状態に近い状

態で、旧２町はあったんだというふうに私は認識しております。合併して一緒になった。これが

よくなる可能性はありません。今の状況ということは、破産に近い状態であるというふうに認識
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してよろしいでしょうか、どうです。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  そのまま同じことをやっていけば、これはもう破産に近いと。だから、

これを、まず一番ウエートが大きいのは人件費でございます。それから建設事業を抑えていくと

いう形。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  具体的な中身については、後ほどもう１回お尋ねしますので、私

も短くお尋ねします。だから、短くお答えをお願いします。 

 それでは、今おっしゃるように、きわめて厳しい状態、破産の状態だということです。それを

よくするために、どうせないかんか。もちろんいろんな施策、後ほどお尋ねしますが、その状況

を住民に御理解いただくような手段を今までやってきたか。合併前から今に至るまで。全く住民

はその状況ということについては、認識がないんじゃないかと思うんですが、このような努力は

絶対必要なことである。こういうふうに私は思います。いかがでしょうか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  築城町ではやってきてなかったというふうに認識しておる。私は毎月、

広報しいだの１日号がございますが、町長室からのメッセージというふうなことで、ある一定の

財政危機は、町民の皆様には、こんなに厳しいんですよということで周知はしてまいりましたし、

また合併のそれぞれ説明会等々ございますが、ここにおいても非常に厳しい財政に陥りつつある

というふうなことは説明をしてまいってきております。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  町長のおっしゃる、努力をやってきたんだと。御理解かなりいた

だけておるんだというような認識もあるかと思いますが、新町になりまして、合併に対するいろ

んな住民感情も残っておると思います。まだはっきり言って、築城、椎田の、築城だとか椎田、

先ほどのお話みたいに、そういう意識もある。こういう状況で、この財政再建をやっていく中で

は、住民の理解が得られないまま進めるということは絶対不可能です。だから、今やっただけで

十分なことは絶対ないわけでしょうから、今後はこれが最重点になった上での、それぞれの方策

の推進が必要になる。この何らかの方法は頭にありますか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  合併して、住民サービスの低下というのをしてはならないと私は考えて

います。だから、旧椎田町、旧築城町でサービスの低下をさせてはならんと。例えば社協の方で、

この事業を廃止しようかということで、合併協議、事務局レベルでやっておったのを僕も気がつ

かなかったのが悪かったんですけど、築城での制度がやめられようとしておったのを、これはい
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かんよということで、もう１回残したようなところもございますし、僕が就任してから。そうい

うことで、あと、財政的にいい制度は残しながら、財政をどのようにして堅持していくかと。こ

れは先ほどもちょっと申しましたけれども、いわゆる経常経費のこれを削減しながら。この経常

経費の中でも人件費が一番多ございます。だから、職員を私は、今２５０人おる職員を、５０名

は５年間で減らしますという考え方で、採用を、これも、しかし、首を切るわけにはいきません。

だから、自然減によって、採用を極力しないような形で経常経費を、これを抑えていきますと。

このような状況を今考えております。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  町長が余りにも具体的なお話をしたいような気配ですので、早速

これで入ってお話をお伺いします。 

 平成１６年度の、有永議員も先ほど１６年度の数字を申し上げておりましたけれども、平成

１６年度の数字、今確定した数字は、平成１６年度の数字しかないわけですから、平成１６年度

に幾らのお金がかかったか。築城、椎田合わせて。これ合わせて１１９億のお金が必要だったわ

けです。平成１６年度に。それを調達するために、どういう方法でお金が入ったか。これを見て

みますと、税として入るのが、先ほど町長からお話ありましたけれども、税として入るのが

１４億。それからもう一つ大きな問題は、地方債として、要するに借用書を書いて調達する資金

が１２億８,０００万あったわけです。その他の多くは、その他、繰入金等いろいろありますけ

れども、国等の補助金による手当て、これが全体で５５億、パーセントで言うと４５％ぐらいあ

りますか。これだけのお金は国・県等の補助金で入ってきたと、こういう状況になっております。

この入ってきたお金、実際、平成１６年度に入ったのは１２２億になってます。両町合わせると。

で１１９億。先ほどの経常収支等の表によりますと、実際の単年度の収支につきましては、マイ

ナスになっておるということになっておりますのは、御存知と思いますが、実際、これは小さい

数字はいいです。１２０億のお金が必要だと。その１２０億のお金を集めるために、税と国・県

の補助金と、それから地方債、これで大概を集めた。使うのは何かというと、先ほどの人件費と、

大きく公債費、その他はそれぞれの部門に必要なお金がありますので、それについては詳しく述

べるのは控えておきますが、町長は先ほどから、この財政再建というのは、これ言うなれば、今

の数字は、一般企業で言いましたら、単年度の収支、損益計算書に当たる部分です。この１年間

でどれだけの収益が上がったかと計算するのが、この損益シート。国ではプライマリーバランス

みたいな言葉を使っておられるようですけども。これについて、あなたは、先ほどからのお話の

中で、まず税収の増加を図る、このためには有永議員の質問の中にあったと思いますが、基地関

連でお国にお願いしまして、この税収に当たる部分の増加を図りたいと、こういうことが一つ。

もう一つは企業誘致を積極的にやる。こういうような考えが先ほど述べられました。出る方の考
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え方としましては、職員減をやるんだと。住民サービスは減らすことができない。職員減はやる

んだと、こういうふうなお話を今までに聞いておりますが、これ以外、あるいは最も重点に置い

てやる計画というものがあります。もしありましたら教えていただきたい。出る方と入る方の方

策の中で、先ほどのお話以外にあなたが重点項目として持っておられる考え方があれば教えてい

ただきたい。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  基本的には、今私が申した形で、あと細かいことはいろいろございます

けれども、大きい項目という形になれば、税収をふやすこと、そしてあとは歳出削減は人件費、

経常経費です。人件費を含めた物件費、これは極力詰めていくと。あとは、もうほとんど町民

サービスの関係になってきますので、これを減らした合併ではどうもならないと思うので、合併

したからにはそれ以上のことを住民にはサービスし、だから、ここのところが非常に、その財源

をどうするかという形になれば、今言ったような、とりあえずは、職員減の分が、大体毎年１億

ずつぐらいは減ってくるのではなかろうかなと、５年間で５億円は。それとあとは、国から、合

併したことによっての支援金、これはございます。この支援金が若干、県、国で大体五、六億ぐ

らいあると思います。県からは１億、国からは特別交付税というのが３億ぐらいあります。それ

から普通交付税が２億ぐらい、たしかあったと考えておるので、そういう形で、５年、１０年間

は少しはそういう金が使えるけれども、１０年以降は、その金がなくなるんだよという考え方で

いかなければ。５年間は完全に保障されるわけでございます。６年目から、これはそういう歳入

はなくなるので、あとは自主財源、これをふやす必要が出てくるというふうに考えています。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  予定をすべて変えます。早速これに入ります。あなたは５年後の

数字を今いろいろ申されました。この新町建設計画は、あなたが会長の合併協議会で作成したも

のであります。あなたが今計画しております総合計画を、審議会を立ち上げようとされておりま

すが、その総合計画と、これの相関関係、どのような位置関係で私どもは理解すればいいか。そ

の点をまず先にお答え願います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  総合計画は、一応この財政計画というのがございます。これを勘案しな

がらやっていく必要があろうかと思います。そして、大きな確定要素があれば、変更していくと

いう形になろうかと思います。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  ということは、これがあなたのお考えの総合計画の骨格になるん
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だというふうに理解して差し支えないと、こういうことですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  それで結構でございます。この新町建設計画に肉をつけていくんだとい

う考え方で理解してください。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  この具体的な数字を少し申し上げます。先ほどあなたは、人件費

が５年でどれだけ減るんだというようなことをおっしゃっていましたけれども、年間１億、５億

減るというお話でございました。ここの一番最後に財政計画、何で私がこれを持ってきたかと申

し上げますと、今後１０年間ぐらいの数字の目安として出ておるのは、ほかに目に当たらなかっ

たわけです。これしかなかったわけです。それで、見てみますと、この収支、歳入歳出の、歳出

の項を１０年間の数字として出しているわけです。今あなたのおっしゃる人件費は、平成１６年

度の数字で、先ほどの数字、平成１６年度、２町合わせて２２億６,０００万かかっている。こ

こで、１８年度も２２億４,０００万という数字になっています。あなたの任期であります４年

後、もうあなたが４年後にもう１回再選されて１０年される可能性もあるでしょうけれども、今

の時点で、あなたが責任持って発言できるのは４年後まででしょうから、その４年後の数字を見

てみます。平成２１年、この時の予定の数字が２０億９,０００万ですから、２１億なんです。

この４年間で、極端に言いますと、平成１６年から２１年までの６年、この間に１億減ったよう

な計画が、ここに数字で出てます。これが、あなたの総合計画の骨格になっている。ということ

になると、財政を再建する、あなたは人件費を減らす。一つの目玉として、１億を減らす。

１０年たって１８億ですから、数字としては、あなたが指標とする数字、もちろん出たり入った

りは考えるでしょうけども、基本となる数字は４億減っているだけなんです。１０年後には。と

いうことは、これはあなたのおっしゃるような財政再建の目玉として、職員減をやるんだという

ことは一つの方法かもわかりませんけれども、本当に今の財政状態、破産に近い状態の財政状態

を再建するのに役に立つような数字とお考えですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  この６２ページにある財政計画、これは少し私が一応考えておる額より

は甘い額でございます。私は５年間で。人件費だけじゃございません。総務費関係等々、そうい

う経常経費を５億減しますよということで考えて、必ずしも人件費だけではございませんけど、

基本的には人件費が大きなウエートを持つんだということで、私は２１年の５年後、４年後、少

なくとも、三、四億ぐらいは減せる、減さなければと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  じゃもう１点申し上げます。いかにこの計画が財政再建の効果の
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ない計画になっておるかという証拠です。順番が全然違ってしまいました。もう全体として、私

の通告の中で、後ほどの問題点の中に、滞納分と地方債の残高についてのことがポイントとして

出しております。初めに申し上げましたように、それぞれのお答えをかなりいただいておりまし

たので、ここに一遍で入らせていただきます。 

 まず、先ほど平成１６年度の１年分、単年度の収支はこうだというふうに申し上げました。

１２０億ぐらい入るやつと出るやつがあるんだと。その１年度では。一般企業で言いましたら、

１年間の収益だけを計算する場合と、もう１回、最後の状態で、今の財産がどういう状況である

か、貸借対照表というのがあるわけです。借金がどれだけあって、財産がこれだけある。今、こ

の企業としてはこれだけの財産があるから、優良企業なんだという判断をされるわけです。あな

たもおっしゃるように破産状態である。私もそれはほぼ認識できます。その状態の一つが、滞納

の関係はもうちょっと省略しますので、申しわけありませんが、地方債の方に移ります。この地

方債が、貸借対照表的な考え方で言いますと、平成１６年度時点での地方債、要するに借金総額

が幾らかといいますと、１２２億ぐらいだったと思うんですが、ちょっと財政課長、確認できま

せんか。 

○議長（田原  親君）  財政課長。 

○財政課長（田原基代孝君）  １７年度末で１２０億程度だったと思っています。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  この資料の中には１５年度まであるわけです。あなたの新町の建

設計画の中の５ページには。地方債の残高が、平成１５年度で１２０億なんです。私はこの県の

資料の財政資料をチェックして拾ったら、１２２億ぐらいあったような気がするんですが、大体

それだけの数字です。片やこちらで１２２億の借金があるわけです。この１２２億の借金、こっ

ちに滞納分等を含んで入ってくる。入ってきておるべきお金があるわけです。その差し引きして

も、とんでもない多いと、こういうことになります。この地方債、要するに町が借金として借用

書を書いておる分、これが１２０億あります。国に比べたら、国は七百何十兆ですから、年間予

算で言うたら１０年分ぐらいの借金持っている国です。 

 ここで私があなたにお願いしたのは、お国にお願いしてお金をいただきたいというふうな考え

を持っておられても、国はそれだけの借金がある。そんなところに何とかしてくれと言って、お

うわかった、ほらと言ってくれる可能性はきわめて少ないという気がするわけです。ですから、

独自で何とかする方法を考えなければならない。１２０億の地方債を処理していくような考え方

は、あなたの中にはありますか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  この１２０億の地方債の中にも、これは交付税の算入の分が大分ござい
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ます。これの４０％ぐらいは多分交付税算入してくるんではないかと思うので、実質はこれの

６０％が純然たる借金ではないかなと考えております。ちょっと定かではございませんけど、

パーセンテージは。そういう交付税の必ず見てくれる借金という制度になっておりますので、実

質は１２０億の借金じゃないということで、特例債も一緒です。今度合併で使える特例債も

７０％は交付税で見てもらえるという形になっている。そういう形の中で、今まで極力投資的経

費というか、事業は私は椎田町ではやってきてない、実際。継続事業だけはずっと、漁港とかそ

れから私がやったのは中学校の体育館ぐらい。これも大幅に規模を縮小した形でやりましたし、

そういう形の中で極力投資的経費は、今後抑えていくという形じゃないと、これ以上の借金増は

してはならないと。そして返すのは細々と交付税で返していかなきゃならない問題。税金が十四、

五億しかございません。本来なら、この税金で返していくのが筋でございますけれども、これは

ちょうど椎田の場合は、人件費相当分ぐらいが９億なんです。９億から１０億。築城は交付税

等々上増ししなければこの人件費は払えなかったと。 

○議員（９番 小林 和政君）  そんなお話要りません。 

○町長（新川 久三君）  そういうことで、返すのは、これは税金と交付税、これで返していかな

ければいけないから、この義務的経費というのは、必ず予算に計上していかなければいけないと

いうことでございますので、必ず返す形をまず優先的に考えないかんと思ってます。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  あなたが当初に、この計画が玉虫色であるというような発言なさ

いました。ということは、これはかなり、言い方は悪いですけれども、いいかげんな資料をつく

ったと。こういうふうな感じ、お持ちですか。 

○町長（新川 久三君）  これは、合併をするために新町建設計画、要ります。だから、いろんな

中身が、具体的な中身、ほとんど書かれてないと思います。だから玉虫色と。財政計画にしても、

現在の数値、これを基礎に数値を当てはめていっておりますので、自分の政策的な意図が全く出

てきておりません。この中には。そういうことで、もし私がするんであれば、政策的な形で少し

変えるところも出てくるということを御認識していただきたいと思います。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  いいですか。あなたこれ、本来の目的というのがあります、これ。

これは町民に目にしてもらうために合併を了解していただく。町民の目にしていただくための材

料として提案した。私は初めに申し上げました。住民の方々に十二分な理解を得ているか、あな

たは町長室から何度か出しているから理解してもらえているんじゃないかと認識しておるという

中で、これはさらに住民の方に合併の意義を認識してもらうためにつくられたものじゃないんで

すか。この資料の目的、新町における総合的かつ効果的なまちづくりを推進するための基本方針
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である。新町の将来に関するビジョンを提示するものであって、新町のマスタープラン、主要施

策や主要事業の計画となっております。これをあなたは玉虫色とおっしゃる。あなたの意識は入

ってない。ところが、合併協議会の責任者はあなたですよ。ということは、合併協議会で物すご

いいいかげんなつくり方をされたんであるかということを疑っております。それを聞いても、同

じことだと思います。私はそう思っておるというふうに御理解いただいて、最後の質問になりま

す。この地方債の関係を特に申し上げておきたい。この財政計画、最後の財政計画の中で、あな

たは減らしていかなければならない考えである。あなたの、先ほども申し上げましたけど、あな

たの任期の４年後の数字をこれを取り上げてみます。これは、歳入の方に地方債と歳出の方に公

債費という形で出ております。歳入の方に入ってくるお金の地方債は、これだけの借用書を書く

という分です。出て行く方の公債費は、その借金を返すための元金と利息の合計額が出ておると、

こういうことになっております。先ほど平成１６年度で１２０億あると確認しました。あなたの

任期が終わる２１年度の計画がどうなっておるか、全体の歳入歳出の数字は９０億で計算してお

るわけです。全体的には、今の平成１６年度に比べれば３０億の減の全体の予算です。この予算

の中で、これは今言いよったら時間がありませんので、申し上げませんけれども、人件費とかそ

の他使う費用はほとんど変わらないんです。何が減っているか。住民サービスに使うためのお金

が減ってきているというわけです。３０億のお金が減るわけです。さっきもお話しましたように、

人件費が減る。２２億が２１億になるわけですから、１億ちょっとしか減らない計画が立ってい

るわけです。でも、全体的には９０億のお金しかない。こういう状況になっています。こういう

状況の中で、４年後の地方債の状況を考えてみます。これから平成２１年度までに地方債として

借用書をこれまでの間に書く、何ぼ書くか計算してみたわけです。５３億書くんです。あなたの

任期の終わる４年後までに。５３億の借用書を書いて地方債を発行する。要するに５３億の地方

債がふえる。その分償却するのはどれだけか。元利の償却、これが公債費です。これがその期間

に出る金額は幾らかというと、５５億７,０００万です。５３億６,０００万の借用書を書いて、

５５億７,０００万の借金の返済をすると、こういう計画になっておるわけです。一切差し引き

しますと２億ほどありますが、これは利息に相当する分が、利率は５％以内ということに決まっ

ておりますので、１００億あっても利息は最高５億です。利息として必要なのは。利率が今低い

でしょうから、それはよくわかりませんけれども、２億程度の支払が多いというのは、残高自体

が減る可能性はほとんどないということなんです。そうでしょう。どうです。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  私も玉虫色というのは、こういう所に出てきておるということで、実効

的には、この地方債、これは特例債が基本になろうかと考えておる。だから事務の部門でも、こ

ういう１８から２１までが大体地方債が１２億１,６００万ほど、毎年それぐらいです。それぐ
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らいの事業を予定をしておるというのが当初の合併協議会の状況だろうと思います。だけども、

これは不要不急のものは絶対やってはならんという考え方で、これ以下に抑える形は当然やって

いかないかんだろうと思いますし。地方債が約七十数億あります。許可されるのは。しかし、こ

れ全部使ってもだめだということで、地方債はこの補助金プラス合併特例債を組み合わせながら

いけば、ずっと落とせるというふうに自分の頭の中では考えておりますし、極力そういう財政運

用は努めてまいりたいと考えております。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  ついででございますので、１０年後の数字も申し上げておきます。

いいですか。今１２０億の地方債があります。１０年間で１０４億の地方債を出します。支払い

をどれだけするかというと、１２７億します。ということは、実際払ったお金が２３億ほどふえ

るわけです。２３億がそのまま元金に入っておれば１００億切るぐらいの残高になるという見通

しになるわけですが、当然５億、６億の利息がありますので、１０年たっても１００億は減って

おりません。その時点での財政規模は９０億程度です。この１０年間、あなたが、今この協議会

の会長としてつくり上げた財政計画の、あなたは新しい総合計画の骨子にするんだというもので

す。これが、１０年間は最低１００億の地方債を抱えて、ずっといくということです。こういう

形がここにできております。先ほどあなたのおっしゃいました合併によるメリットは全然計算に

入れてないのか。これは実はその前に、財政計画の文書があります。この文書の所に、歳入につ

いては、すべて財政による国からの支援、メリットはすべて計算に入れた上での数字でございま

すということに、ここに注が打っております。ということは、財政のメリットをすべて考えた。

支援をすべて考えてみて、この数字を出したと。よっぽどの強い気持ちを持って体制をつくり上

げて、実行していかないと、財政再建なんかは全く目に見えてこない。こういうふうに私は思い

ますが、いかがですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  地方債一つとっても、小林議員はいわゆる交付税算入のことを頭に私は

入れていただきたいと思います。もう頭から、全部借金は借金という形で質問されておるようで

ございますけれども、交付税算入ということで、特例債を使えば、特例債の許可は、所要額の

９５％貸していただけます。そして、それの７０％は交付税で算入していただけるという形にな

れば、六十七、八％ぐらいの形で一応交付税返す時に、元利償還する時に、元利とも見ていただ

けると、そういう制度でございますので、そこのところ、ちょっと頭に入れていただきたいと。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  交付税の算入とおっしゃいますけれども、この地方交付税の数字

もここにちゃんと出しております。出ております。合併によるメリットはすべて算入した数字が
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これだということでここに出てきておるわけです。これ以外に、あなたは、特例債として別の地

方債を発行し、それをこの交付金の対象、７０％の対象にしようとする意欲があるわけですか。

そういう意味で今のお話をおっしゃっているわけですか、どうです。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  そういう、ほかの地方債をするという意欲は、これは許可にならないも

のについては、例えば町営住宅の建設なんかは、今までどおりの住宅の建設債という形で借りて、

これは今、築城の方で計画、まだしておりますし、やめるわけにはいかないという説明も受けて

おりますし、それはそれでやっていかなければいけないと考えております。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  実は、私が心配しておりますのは、３月の１１日の毎日新聞にも

載っておりました。今度の４月から地方債の自由発行を許すと。三位改革の一環として、地方債

の自由発行、事前協議だけで、地方債の自由発行を４月から実施するんだという内容が載ってお

りました。新聞記者も言ってましたので御存知かと思いますが、これの内容は、実質の公債比率

が１８％未満の自治体で、これが市町村では２７％の町村は対象にならんと。うち、入らないの

じゃないかと思って、入らないといいなというぐらいの気持ちで見たわけですが、１６年度を見

ますと、起債制限比率と言いまして、今まで２０％を超えなければできていたのが、１８％にな

った時には、実質公債比率という形になるそうですが、これは今の起債制限比率に４％ぐらい加

えた数字だそうです。ということは、うちの数字を今見ますと、まだこの中に、対象外でないわ

けです。言いかえれば、４月から自由発行しようと思ったら何とかなる組織であるわけです。だ

から、これ以上ふやすような、借金を抱えたままでいくような財政再建はあり得ないよというこ

とが言いたいわけです。わかります。だから、極端な例を一つ申し上げて私の質問を終わります

が、一番極端な例を申し上げます。１０年間の地方債として発行する分をゼロにする。１０年間。

１０４億、地方債発行できないわけです。要らないわけです。これはいいでしょう。１００億入

ってくる、１０年間、そうしたら借金チャラになります。しかし、これに見合うのは、先ほどお

話になりましたように、あしたから苅田町にならんとできないわけです。そのための手をどうい

うふうに打つかと。あなたは税収増のために企業誘致を考える。これはいい手と思うんです。企

業誘致で、年間税金を２０億ほど入れてくれる企業をすぐ入れることです。そうすれば、地方債

要りませんから。それをあしたからかかると約束してもらえませんか。 

○町長（新川 久三君）  今、自治体の３割が基準外ということで、この３割の基準外に築上町は

入ってない。私もこの記事持ってます。ちゃんと答弁をするために持ってきております。そうい

うことで、まだまだよそより、この３割ある町よりはいいというふうに考えていただいて、全く

借金しないで、行政運営する、それはナンセンスです。そういうことは絶対私はしません。借金



- 195 - 

しながらやった財政運営をやらないと、何もできません。この町では。だから、極力私は借金を

抑えながら、この町を運営、４年間させていただきます。それで、今までよりの起債をする形の

方が極力事業は、大型事業は抑えていくという考え方でいけば、借金は少なくなってくると。今

まで借りた分は返さないといけないから、それは当然でございますし、そこのところだけ申し添

えておきます。 

○議長（田原  親君）  小林議員。 

○議員（９番 小林 和政君）  財政再建と口では簡単に言いますけれども、去年と同じことをし

ていたら、どんどんたまっていくということはもう間違いないわけですから。前年度の部分を踏

襲しながら進んでいきますということは、どんどん破産に進んでおるというふうに認識していた

だいて、私、質問の項目で通告しておりましたけれども、滞納分の数字の処理も、今までみたい

な処理の仕方では絶対通用しませんので、これを当然入っておくべき数字ですから、これに対し

ても、あるいは税収対策に対しても、地方債の減についても、並々ならぬ決意がない限りは、絶

対財政再建は進まない、こういうことを申し上げて質問を終わりたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  これで一たん休憩します。再開を１時１０分からお願いいたします。 

午後０時12分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時10分再開 

○議長（田原  親君）  それでは、会議を再開します。 

 引き続き、５番目に１０番、塩田昌生議員。 

○議員（１０番 塩田 昌生君）  私の質問は、現在使用しておる水道使用量の見直しでございま

す。現在核家族が物すごく進んでおります。それによって、高齢者もふえ、ひとり暮らしの人も

ふえております。その水道使用量が１０トンで基準を抑えております。よって、これ以下の人も

１０トンでお金を出しておるのが現状でございます。それで、とにかく、辛抱して貧乏するとい

うようなことでありまして、これをどうか見直しをしていただきたいと。する考えがありますか、

どうか、水道課長、よろしくお願いします。 

○議長（田原  親君）  水道課長。 

○上水道課長（片山 益朗君）  上水道課の片山と申します。塩田議員さんの質問にお答えいたし

ます。 

 基準の見直しということですが、基本水量１０トンの見直し及び軽減、免除等の見直しについ
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ては、現在のところ考えておりません。給水人口は年々少しずつ減少しており、給水件数は年々

少しずつ増加しております。１戸当たりの使用量はほとんど変わらないようです。例えば、５ト

ン未満の家庭に対し、３割軽減すると仮定し試算しますと、上水道の場合、１８年の２月で給水

戸数が３,３８５戸ございますが、そのうち５トン未満の家庭が６６２戸あります。全体として

は約２０％になっております。金額にいたしますと、現行料金で１３９万円、３割軽減で４１万

７,０００円の減額となります。これをもし軽減いたしますと、年間で約５００万円の減収とな

ります。この中から、さらに年齢や所得、家族構成等を把握した上で軽減対象世帯を決めるよう

になると思いますけど、現行の電算システムでは、把握が困難であります。システムの変更に伴

う経費も必要になってまいります。 

 基本水量を下げて少なく使った家庭が安くできましても、基本水量以上に使われる家庭にとり

ましては、超過料金でかえって高くなるということも考えられます。基本水量の見直しにつきま

しては、しっかりした財政計画に基づいて行われなくてはならないと考えております。実施する

場合、軽減措置に伴う収入減につきましては、県地方課に聞きましたけど、一般会計で負担する

ようになるということで、回答を得ております。 

 こういったことから、特別の理由がある町民の方におきましては、従来どおり、上水道、簡易

水道とも条例規則で料金等の軽減、または免除できる制度がありますので、その制度に基づく申

請をしていただきまして、それに対しまして処理をさせていただきたいというふうに考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１０番 塩田 昌生君）  この使用量だけでこだわっているんじゃないんです。その

１０トン以下、そこそこに使う、あっちはまだ全然水を使ってないと言ったら、そこのうちは物

すごく水を使うんです。どんどんどんどん、節水節水という時期にそこもぎりぎりいっぱいまで

使うということで、かえって節水にはつながらないと思います。また、水の使用量によって、そ

の家庭、生活のバロメーターにもなろうかと思いますので、水のチェックというんですか、愛の

ネットワークみたいなものでしたらどうかと、これは案です。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  水道課長。 

○上水道課長（片山 益朗君）  トン数によります軽減措置等につきましては、全国的に見まして

も４トンからトン刻みで９トンまでしている市町村もございます。そういうトン刻みの所もあり

ますけれども、その４トンとか５トンにしている市町村を見ますと、かえって水道の使用量を低

減というか、抑えるためにしている所があって、かえってトン当たりの金額は高くついていると
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いうのが現状みたいです。議員さんの言われるようなことも今後検討課題に入れまして、将来的

に財政計画、先ほど申し述べましたとおり、財政計画的なものが大事になりますので、そういう

ことを考えながら、できるものがありましたら、取り組んでいきたいというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  水道課長では答えにくい場面があったろうと思いますので、基本的には、

高齢者世帯、これについては高齢者の単身世帯、これは軽減措置の中で一般会計から、これは福

祉の充実というようなことでやってもいいんではないかなと考えておりますので、これはまた水

道行政とは別の、福祉行政の中で考えて、今後、早急に検討して、実施できればやりたいと思っ

ております。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１０番 塩田 昌生君）  大体よくわかったような、わからないようなことでございます

が、今度は、いっぱい、家庭を回ったら、そういうのを言うてくれ、言うてくれという人が物す

ごく多かったものですから。 

 以上です。終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  次に２５番、川端政廣議員。 

○議員（２５番 川端 政廣君）  それでは、質問通告をしておりますので、その通告に従って質

問をしてまいります。 

 質問に入る前に、今回、１月１０日に椎田町、築城町が合併をしまして、新しい町になりまし

た。２月に町長選挙ございまして、新しく新町の町長にめでたく新川町長、御就任なさいまして、

まことにおめでとうございました。それと同時に、これからの町づくりには大変な心労があろう

かと思います。我々住民もともに協力しながら、町づくりに期していかなければと、このように

考える次第でございます。 

 そこで、今回質問します地域資源の活用、いわゆる新エネルギー、つまり環境に優しい町づく

り築上町ということで何点か質問をしてまいります。 

 既に、旧椎田町では、有機物の循環事業が、既に平成６年から一部実施をされております。こ

の特別措置法、いわゆる新エネルギー法ですが、それによりますと、新エネルギーとは石油代替

エネルギー、石油にかわるエネルギーだと。このように定義づけをされております。したがって、

これを急ぐ必要があると、そういう認識をしております。 
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 そこで、新川町長、新エネルギーの必要性、認識、意識、こういうものについて、町長の御見

解をまずお尋ねをしておきます。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  地域資源の活用ということで、これは当然新しいエネルギー、それとリ

サイクル関係を、これはぜひ推進していかなければいけないと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  川端議員。 

○議員（２５番 川端 政廣君）  この新エネルギーを導入していかなければならないという認識

は我々も同じでございます。いわゆるこのエネルギーは、社会経済をやっていくときには基礎的

な資源である。この資源、今まさに化石エネルギーの消費によって、二酸化炭素、いわゆるＣＯ

２、これなどが排出されて、地球環境が非常に悪化をしております。そして、この地球資源は、

枯渇の状態に今、向かおうとしております。つまり、新エネルギーを早くしなければならないと、

急ぐ問題でございます。 

 そこで、例えば石炭については、約２００年有余、石油、天然ガス、天然ガスについては、あ

と６０年、石油に至ってはあと４０年そこそこしかもうないと、このような試算が今出ておりま

す。 

 そこで、具体的に少し話を進めてまいります。そこで、公共施設への新エネルギー導入、公共

施設に新エネルギーを導入したらどうだろうかという内容でございます。御承知のように、自然

の恵みといいますか、太陽光発電、あるいは太陽熱利用エネルギーは、だれでも利用できるし、

非常にこのエネルギーは関心があります、皆さんも。非常に高い、関心の高いエネルギーでござ

います。それを公共施設を初め、集合住宅などに段階的に導入したらどうだろうかという一つの

提案です。しかも、このことで、町としての新エネルギーの推進に向けた姿勢が住民にアピール

できるわけです。と同時に、町民への啓発効果が期待できるわけです。町長のこの導入に、公共

施設、集合住宅に、この新エネルギーの導入を考えたらどうかという提案でございますが、考え

方を聞かせてください。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  太陽熱の、基本的には利用ということで、太陽熱発電を屋根に設置する

ということでございましょうけれども、これは今防衛施設庁の試験的に行っておりますけれども、

各学校等々で、こういう施設の設置助成規定ができておるようでございますし、その取り組み、

従前、椎田町の時代に西口議員の方から質問が出ておりましたけど、ぜひ取り組みはしていきた

いと。そしてあとは、独自に設置するという場合については、コストと建設費、建設費がどうな

るかというものも試算しながらやっていかなければ、やはり行政でございますし、本当は少しく

らい金がかかっても、地球全体のためにはそういうふうな形の形態が全国で行われれば一番いい
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方向ではなかろうかと思いますけれども、ただこの築上町だけがそういう方向という形では、な

かなか、割高になった場合は、金のない町でございますので、そこのところまだまだ全部そうい

うシステム。それともう一つは、今ごみのＲＤＦの燃料をつくっております。この燃料が何とか

自分の町で使えないかと。使うためには、灰の埋立場所が必要だということで、なかなかそれが

踏み切れない一つの現状でございますし、極力ＲＤＦの燃料を何とか活用できるような方策、そ

うしないと、それの委託しておる経費が年間約６,０００万を超えるような経費をセメント会社

に払ってやっていかなければいけないということで、本当にもったいない話でございますし、何

とかこのエネルギー、これも一つの新エネルギーという考え方で、何とかこれが有効利用できる

ような形を、今事務の方に命じておりますけど、なかなか灰の捨て場所が見つからないというよ

うなことで、なかなか難航しているようでございますし、そういうのもぜひ推進していきたいと

考えております。 

○議長（田原  親君）  川端議員。 

○議員（２５番 川端 政廣君）  この新エネルギーは一つの例として太陽光熱、こういうものを

利用したらどうかという例を出しましたけど、新エネルギーというのは、非常に範囲が広くて、

検討していく意味は十分の材料だと思っております。特にお金がないと町長言われておりますの

で、多少の先行投資は必要でございましょうけど、その分すれば、あとは無限に広がるエネル

ギーだということでぜひ検討していただきたいと、このように思います。 

 それでは教育長にお尋ねをいたします。教育長には、環境教育、エコスクール、これについて

導入したらどうかということについて質問をいたします。 

 今現在、小・中学校におきましては、環境問題、特に総合学習などにおいて、環境問題への関

心が非常に高いわけでございます。そんな中で、子供たちに新エネルギーのなお一層の理解を得

るためにも、エコスクール事業の導入を図らなければならないと、このように考えるわけでござ

います。しかも、彼らが大人になり、いよいよ社会経済活動を始めるころには、地球資源も底を

つきます。つまり、環境教育、エコスクールが重要視されてきます。今非常に重要視されてきま

す。したがいまして、このエコスクール事業を強力に、学校の方に進める必要があるわけです。

教育長の見解はいかがでしょうか。 

○議長（田原  親君）  教育長。 

○教育長（神  宗紀君）  お答えいたします。 

 多くの方はエコスクールという言葉自体が非常に耳新しい。ということは、まだ一般にはなじ

みになっていない言葉だと思うんですけども、学校関係では、平成８年ごろから、このエコス

クールという言葉は出てきました。ここ一、二年になって、急速にその取り組み指導が進んでお

ります。エコスクールの意味は環境に配慮した学校、あるいは環境に配慮した教育を行う学校と、
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こういう定義づけがなされています。まだ、特にこの築上町については、太陽光エネルギーある

いは風力、そういうエネルギーを利用した施設はもちろんございませんが、今後学校が、統廃合

なりが進んで、新しい施設、設備を整備しなくちゃならん時には、そういうもの、当然考えた施

設を考えていかなくてはならないと思います。 

 それで、こういうふうに取り組んでいきますと、これはまだことしの統計は出ていませんけれ

ども、参考までに、昨年まで全国３万５,０００校、小・中学校ございますが、その中で

４２４校、パーセントで言いますと１.２％の学校がエコスクールということで活動を始めてお

ります。徐々にその輪が広がっていくのは間違いありません。ことし１８年度の申し込みが先日

ありましたけれども、築上町は合併したてで、まず学校を、１０校ありますので、その学校を同

じように扱う、そういう取り組みからまず始めなくてはならないだろうということで、１８年度

は申し込みをいたしておりません。これから、そういうパイロットモデル事業と言っていますけ

れども、それに参加することも考えていかなくてはならないのかなと、こう思っています。 

 今、旧椎田町では、八津田小学校と、それから椎田小学校で、つい先日、１１日、コマーレで

発表いたしましたけれども、循環事業ということで取り組んでおります。し尿を利用した肥料で

つくった有機米を椎田町の子供には給食で食べさせていたわけですが、これはもうきわめて好評

で、子供たちも大変喜んでいます。田植えから稲づくりの体験まで通して。 

 このエコスクールの事業の中には、豊かな人間性を養うというのも一つのねらいとしてはある

んです。私は、そういう意味では、ここは先取りして、環境に優しい学校教育活動をやっている

と。これは今後、旧築城町の学校にも取り入れていきたいと、こういうふうに考えています。お

いしいものを食べられる、おいしいものができる、自分のふるさとをそこで見直す、そういう人

間が育っていくんではないかと、こう思っておりますので、積極的に前向きな姿勢で取り組みた

いと思います。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  川端議員。 

○議員（２５番 川端 政廣君）  ただいま教育長から答弁をいただきまして、子供に環境教育を

するということが非常に大事だということを私も質問したわけで、御回答ありがとうございまし

た。 

 そこで、再び、新川町長、質問いたします。新川町長には、小水力発電、小水力の発電、城井

川等と、このようにしておりますが、御承知のように、旧築城地区ではよく言われておりますが、

ウナギの寝床、つまり城井谷になっております。しかも、そこに流れる城井川や、その地区内を

流れる大小の河川があるわけです。つまり、小水力発電設置をするのに適しているわけでござい

ます。それをエネルギーに変えるということでございます。つまり、それは小さなエネルギーで
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ございますが、住民が身近にこの新エネルギーの存在を感じることができるわけです。しかも、

川や水に対して関心を高める期待ができますと同時に、子供たちの環境や住民意識の啓発にも役

立つわけでございます。したがいまして、新エネルギーの意識の高揚、新エネルギーとはどうい

うことかという意識が高揚してきますと、つまり河川の浄化につながる、川が非常にきれいにな

る、意識がわかってくるから。そういうことによって、この機会に、先ほどから答弁も、町長ご

ざいましたように、総合計画を今から立ち上げるんだと、そのビジョンの中に基本計画、あるい

は実施計画を早急に導入していくということが大事だと思いますので、そういう考え方について

御答弁を願います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  質問は、小水力発電の導入ということでございますけれども、これは県

の河川管理者の県の土木事務所等と協議しながら、こういう形ができれば、非常に公共の施設等

があれば、そこにこの発電を持っていくと。本来なら、これが蓄電できれば、夜間の道路の外灯、

これに利用できればいいがなと。川端議員の質問の中で、蓄電できる装置があれば非常にこれな

ら割安な安全な道路という形になるがなというふうな考え方、そういう形があれば、ぜひ取り組

んでいきたいと。また、総合計画にもぜひそういう一つの、新たな新エネルギーという、これは

見直しになろうかと思いますけれども、今ある資源を大事にしながらという形になれば、城井川

の資源を大事に使っていくということは非常にいいことじゃないかなと思っておりますので、検

討に値するというふうに考えております。 

○議長（田原  親君）  川端議員。 

○議員（２５番 川端 政廣君）  そういうことで、先ほどから質問の中でも財政が厳しいからむ

だなお金は使うなと、こういう御提言がございましたが、必要なものはお金を使っていくという

こともまた大事な問題でございます。 

 これをもちまして、私の質問を終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございます。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  次に１番、塩田文男議員。 

○議員（１番 塩田 文男君）  在日米軍再編の航空自衛隊築城基地へ訓練移転について、今後の

対応という形で質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、築上町で今後の課題といたしましては、行財政改革、またこの米軍再編については、大

きな課題になるのではないかなと思います。そこで、初代築上町町長、新川町長には、絶大なる

手腕を発揮していただきたいと心から願っております。 

 まず、戦後現在の航空築城基地、アメリカより返還を受けまして、そして日米安保条約という
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中を経てきて、今日までにはいろんな形で窓口、福岡防衛施設局を通じて、いろんな民生安定事

業、防音工事、それにシラサギの駆除等々、かなりの防衛予算で来ております。 

 しかしながら、この基地の周辺、特に旧椎田で言えば八津田地区、いろんな騒音公害に今まで

悩まされています。そして、私も基地対策を２年ほどしたわけなんですけども、その中で、いろ

んな陳情、今も毎年陳情を行っております。しかし、これも住民の十分な意思になかなか伝わっ

て、またかなっておりません。そういう中で、まず米軍再編の問題に入る前に、この基地が迷惑

施設とは言えない。これは国防が絡んでいるという形で、町長に、国防についてどのような認識

でまずおられるか、先にお尋ねしたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  国防は必要と考えています。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１番 塩田 文男君）  国防は必要と考えている。わかりました。それは町長のお考えな

んで。私は国防については、じゃ私の考えを少し言わせていただきたいと思います。 

 このように、議会、また毎日いろいろと皆さんもいろんな日程をこなして過ごされて、家庭で

家族と過ごされる時間もあろうかと思いますが、そういった形で安全にこういったいろいろなこ

とが日常行われることが、ある意味私たち国民の守ってくれている。これが国防のあり方であり、

また築城航空自衛隊基地は全国にありますけども、その国防の一つの基地が航空自衛隊基地と思

っております。その近隣の地域というのは、また多大なる騒音公害等、いろんな形で被害を受け

ております。そういう中で、築上町においては、その問題は戦後からずっと来たわけなんですけ

れども、当選後、町長、２月１４日の新聞には、移転候補地に新北九州空港を検討するよう政府

に提案していく方針を示したと。また、翌日の新聞には、名前を出されたのはやぶさかじゃない

ですが、候補地を分散するよう政府に求めていくという形で述べられております。 

 まずそこでお聞きしたいのは、候補地を求めていくのか。また北九州空港という形で求めてい

かれるのか。それと、政府は最初から米軍再編という形で、分散をするという形で、新田原や築

城基地等に分散という形で米軍再編の話が来ております。ということは、町長は、国と同じこと

を今言われているわけなんですが、先ほどの質問の中でも反対を表明されておりますが、そこで

は実は反対ではないのではないか。そういうような疑いも持たれるような気もいたします。そこ

で確認なんですが、本当にこの日米再編に反対をしていきながら候補地を求めていくのか。それ

と、本当に反対なのか、この２点をお尋ねします。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  この米軍移転については反対ということは、中島議員の質問の時に申し

上げておりますし、北九州空港というのは、これは一例を出しただけで、海上空港等々つくれば、
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非常に騒音被害が少なくなるよというふうなことで発言したら、新聞に載って。だから固有名詞

を出したのはまずかったねという話をしただけでございますし、そういう形で、やはり騒音被害

のない地域に、この米軍は、これ以上、この築城基地に来てほしくないという形で申したわけで

ございますし、賛成か反対かといえば、これは当然米軍の移動訓練は反対でございます。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１番 塩田 文男君）  私も米軍が来ることについては反対です。ここ、皆さんお間違い

になってもらっても困るんですけども、ただ私の考えとしましては、航空自衛隊築城基地と、こ

の米軍が来るというのは、同じ国防をかぶっておりますけども、米軍基地が来ると、米軍再編で

訓練機が来るということは、また別の施設がもう一つ来たという認識が僕自身強いです。先ほど

町長は、Ｆ２の件で税金をもらうというような話、これもどうなのかなと思いますが、非常にこ

の問題は米軍再編問題につきましては、国防という形の中でのとらえで、そして反対を求めてい

くという形の中で、非常に町長の姿勢が本当に問われるんじゃないかと思います。 

 先ほどＦ２で税金をもらえればと言われましたけれども、それをまた今言うと、万が一、税金

出しましょうとなった時には米軍賛成になるわけで、そのような言葉は、これは先ほど出た言葉

なんですが、いかがなものかとも思いますが、ただ私が今町長にお願いをしたいのは、しっかり

と反対をしていくと。反対だけで言葉で言われても何もなりませんので、それなら私も反対とい

う形でできるんですが、築上町の町長として、どのような形で反対をしていくのか。米軍再編、

（  ）Ｆ１５ですか、来られることについて、どのような形で訴えていくのか。 

 先日、山口県の岩国市が、住民投票で賛否を問うという形で住民にそういった形でゆだねた結

果、市長がコメントしております。国は地元の声をしっかり聞いてほしい。その上で国防安保の

政策も判断してほしいとコメントしております。町長の反対はわかるんですが、築上町、まさに

築上町に基地があるわけで、これは築上町だけの問題じゃなくて、こういう分散空港は、全国各

地に、空母を含めて広がっております。本当に大事な問題で、町長の姿勢が曲がってもらっても

困ります。どのように意思を出すのか。また岩国市のような住民投票をするしないは別ですが、

するならする、しないなら、じゃ何をするのか、その辺、町長の考えをもう一度お尋ねしたいと

思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  反対、反対といっても、国からほとんど中身の提示がございません。だ

から、それは移動訓練を５つの基地に持ってきますよということで、築城、新田、それから千歳、

小松、それから百里、そういう５つの基地に移動訓練を分散させますということで、特に緊急非

常時の場合は、築城と新田原、これが固有名詞で上がっておるということで、この中間報告では

やはり築城、新田原がアメリカの会議の中で重要視されているかなという考え方しかございませ
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ん。そういう形の中では、これはこっちにすべて持ってこられても反対だよという話もございま

す。そして、基本的には、これ提示されてからでございますけれども、これは前町長時代、平成

１２年、工藤町長の時でございますけれども、築城は有本町長になっていたんじゃないかな。こ

の時に、政府とそれぞれ協定をやっておるということで、米軍の移動訓練は、２週間、これが

４回と、１４日間が４回ということで、５６日間はやっていいという協定が現在国と旧椎田町と

旧築城町で協定書が交わされております。この内容を超えるのであれば絶対反対していかないか

んと、このように考えておるところでございます。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１番 塩田 文男君）  今、年何回かの米軍との訓練、それを超えるようだったら反対し

ていかないけんと言いますけども、これはまさに超えます。超えるから米軍再編という形で来て

いるわけで、だから町長は反対をするんでしょうから、協定を結んでいるから、その当時の結ん

だことについて今言っているわけじゃないんですが、これは超えますので、数日前の新聞にも、

大方、新田原、築城基地等々、さっき言われた５カ所等の方針固まったと。今からまさに政府か

らいろんな形で内容が落ちてくると思います。だから、もう一度町長にお尋ねしたいんですが、

先ほど国防という形で、国を守るのは賛成だということを言いました。額賀防衛庁長官が来られ

た時に、額賀長官は国の国防という形で、私は築上町の住民を守るという形を言われたと言いま

したので、町長に今の中でもう一つお尋ねしたいんですが、どういうふうにするのか。額賀長官

に言われたような時の内容で、新川町長は、どうやって築上町の町民を守る、どうやって守って

いくのか、その辺は何かお考えあるんですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  国に対して、戦争をしかけるわけにはいきませんので、対応をじっくり

話し合いをしながら、築上町の町民の生活を守るという形になれば、当然防衛施設局とそれから

防衛庁、本庁に対して、これは真摯に話をしていくと、これしかないと思います。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  塩田議員。 

○議員（１番 塩田 文男君）  それで、それを私もわかっているんですが、ただ町長の姿勢が変

わらなければいいなと思って、それだけを頭に置いております。本当に、住民と自治体とを含め

て、そういう形で、ある意味、迷惑施設という方もおられますが、迷惑施設には持っていけない、

だから非常に難しい、日米再編問題と思ってます。町長の中で、額賀長官が来てお願いしたと言

うなら、向こうがわざわざ来たんですから、今度は築上町の町長として、額賀長官の所にそうい

った形で行ってもいいんじゃないかと。それが町長の反対を示す姿勢ではないかなと思います。

そういったところを深く聞きたかったんですが、最後まで日米再編について、間違っても、最初
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から条件闘争するようなことのないように、私はこの件についてはお願いをしたいと思います。 

 これで、私の質問を終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労さん。 

……………………………………………………………………………… 

○議長（田原  親君）  次に２０番、辻上浩議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  今、塩田議員からも質問がありました。この在日米軍の再編問

題ですが、築城基地を使っての訓練、Ｆ１５機がやってくるということです。この実態というも

のがどれだけ、まず行政、執行部の方が把握しておられるかなと思うんですが、質問項目にも上

げておりますように、この米軍再編で築城基地がどう変えられようとしているか、築上町にどう

いう影響があるか、このことですが、やってくるＦ１５がおります嘉手納の米軍基地、この嘉手

納の米軍基地が今何機、米軍機がおって、基地の総数として、何機の航空機がいて、そして離発

着をどれぐらいの割合で繰り返して、その影響は町民にどんな影響を与えているか。このことに

ついてどれだけ情報を収集しているかということが非常に大事だと思います。 

 政府からの説明を待つまでもなく、現在の沖縄の嘉手納の米軍基地がどういう状態にあるのか。

そこに住んでいる人がどれだけの被害を受けているのか。このことについて、まずどれだけの情

報を把握しているかをお尋ねいたします。担当課でも町長でも。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  一応米軍機の内容というのは、担当課長も把握してない、僕も把握して

おりません。だけども、沖縄の痛みというのは、これはわかります。実際、私も沖縄に行ったこ

ともございますし、非常に飛行機の騒音というのはうるそうございますし、そして米軍のいろん

な風紀とか、それから犯罪とか、そういうものも新聞とかテレビで大分報じられておりますし、

米軍が来ればこれはと。しかし今回の場合は、こっちに移駐するのではないということで、まだ

そこまで把握はしておりませんし、とにかく、訓練の内容すらこちらには何もまだ通告がないと。

築城に幾ら持ってくる、何機持ってきて、何日間移動訓練で来るとか、そういうものが全く知ら

されてない中で、そのようないろんな対応をどうするかといっても、その対応というのは、私は

今の所考えられないと。もし対応するのであれば、行橋市、それから新しくみやこ町ができます

が、３者で共同しながら、そして住民、議会と一緒に話をしながら、この対応策は考えていくべ

きだろうと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  今すぐでもできる情報収集というのは、嘉手納の町に基地対策

課がありますから、そこからの情報というのが一番ダイレクトです。これは、既に新聞記事にな

っているのも一部ありますけれども、現在Ｆ１５の戦闘機が４８機おります。総計約９０機の米
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軍機がおります。そして注目すべきは、年間７万回も離発着を繰り返しています。そして、一番

激しい時は、一月の深夜、早朝、騒音の回数が９８８回というのが記録されました。これは、夜

の１０時から朝の６時までの間に９８８回の記録です。こういうことを経験している嘉手納の町

から米軍機がやってくるということなんです。これは、明らかに飛行制限があるんです。この夜

１０時から朝８時までの飛行制限をしているんだけども、米軍が運用上必要な場合は、申請すれ

ば適用されないんです。だから、事実上、これは規制されないで、これだけの９８８回という騒

音の回数が記録される。こういうことを平気でやっている米軍機がやってくるということを考え

て、性根を据えてこの訓練の中身ということをすぐにでも情報収集していただきたいと思います。 

 それと、もう一つ注目すべきは、１日に４０機から５０機もの外来機が来ているんです。だか

ら、そこにおる米軍の飛行機だけじゃないんです。これは、アメリカの本土のアイダホ州のマウ

ンテンホーム基地のＦ１５、それからニューメキシコ州のキャノン基地のＦ１６、こういうもの

を含めて、１日に４０機から５０機の、４８機のＦ１５、総計９０機の米軍機以外に１日に

４０から５０です。これらが、ローテーションを組んで嘉手納に来ているわけです。なぜかと言

ったら、イラクで戦争をして、それを支援していくためのローテーション、前方配備していくた

めのローテーション、こういうものは１日に四、五十機の外来機といえば、事実上常駐状態です。

こういうものが平時で行われているような中身が嘉手納の米軍基地のＦ１５を取り巻く環境だと

いうことです。これは、私が新聞記事などで情報収集した一部です。ですから、これらのことは、

執行部がその気になれば、嘉手納の方からすぐにでも情報収集できる問題ですし、これ以外にも

住民にどれぐらいの影響力を与えているか。さまざまな数値と実例があると思います。これをす

ぐ情報収集すれば、政府からの説明を待つまでもなく、まずやるべきだと考えますが、町長、そ

れやる気があるかどうか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  私は沖縄の状況はつぶさに１００％状況把握する必要はないと思うんで、

これが幾ら築城に本当に来るのか。それを早く政府が回答というか、我々の方に問題提起してく

るべきであろうというふうに考えて、それがなかなかされないということで、日米協議が難航し

ているのかなというふうに考えていますけれど、そこで、政府が持ってくれば、当然、先ほど塩

田議員の質問にもございましたが、今までの訓練の協定の範囲内であれば、当然私は反対するこ

とはできないと。これが範囲を超えれば、私は反対してまいりますと、国との協議を反対の立場

で臨みますと。このようなことしか今は申せません。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  今回のは中間報告とは言いながら、アメリカの方の政府の高官

は、国防副長官でしたか、これはもう日米の合意だというふうにはっきり言っているわけです。
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日米の合意として、これらの基地再編が行われているわけであって、最終報告を待つまでもなく、

これらのことはもう決定事項として進行していっている状況なんです。ですから、今の状況で、

政府からの対応待ちということではなくて、まずみずからができることに着手して、町民に情報

公開をしていく、そのことが大事だと思うんです。特に、町長自身、住民の安全と命を守るのが

私の仕事だということを基本に置くならば、今すぐにでもできることをまずやるべきだと考えま

すので、沖縄の実態調査、基地を取り巻く関係の情報収集等、実態調査をお約束してください。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  一応約束というか、実態というよりも、今沖縄に飛行機の機種、それは

私は必要ないと思っているんですけど、実際。築上町にとって、その沖縄がどんな状態に置かれ

ているか。それは当然沖縄の悲惨なことはわかります。わかりますけれども、すべてそれを把握

する必要はないというふうに思っておりますし、そしてこの築城基地にあとどんな形で対応の変

化が起こるのかと、これは当然国の方が早く、来ますよと言っているんだから、早くこの国の内

容を示してもらいたいというのが私の見解でございます。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  どこから来る、何機来るかというのは、それははっきりしてい

ない問題ですけれども、間違いなく候補として築城の基地にということははっきりしているわけ

ですから、みずからのできることをまずやっていただきたいと思います。そして、その上で、今

これまでも日米共同訓練で米軍がやってきております。現実に、これからそういうことを考えま

すと、日本の安保条約のもとの地位協定のもとでは、米軍には非常な特権が与えられております。

そういうことから考えても、治安の悪化、それから犯罪、そういうものに対処するときに、住民

に対する危険性というものが今よりも一層増してくるということも考えられます。そういう点で

の対応からいっても、何としても米軍の築城の基地を使っての訓練については、反対を貫いてい

ってもらいたいと、こういうふうに考えます。この点についての態度表明は先ほどされましたの

で、あえて答弁は要らないと思いますけれども、私は今後の対応として、まず情報収集。それか

ら住民にそのことを広く知らせていくこと。そして地方自治の本旨からいっても、住民の生命や

財産を守るということと、そしてとりわけ地位協定のもとでは、自治体ができ得る限りの努力を

しないと、本当に生命と安全は守れないということを肝に銘じて対応していただきたいと思いま

す。 

 そういうことを再度求めまして、次の障害者の自立支援法の実施についてお尋ねをいたします。 

 今回４月の１日から障害者の自立支援法というのが成立をいたしました。これは、既に４月

１日から実施されるのを前にして、障害者の方や家族の間から非常に不安が広がっているという

のが現状です。これは、福祉サービスの利用料が何といっても定率の１割負担となって、これま
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でほとんどの人が無料または定額だったのが、大変な負担になるという中身を持っています。ま

た、施設やグループホームの利用者は、食費と居住費も全額自己負担というふうなことも明記さ

れています。既に、障害者の方が通う通所施設などでは、負担増の影響で、これから通所が続け

ていけるかどうか、不安に思っている方もたくさん出ております。今後の対応とそれから、対応

を聞く前に、今回のこの障害者の自立支援法、障害者にとってどういうふうな大きな負担がかか

ってくるのか、まず法律そのものについて担当課と十分協議したかどうか。まずお尋ねしたいと

思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  この問題については、まだ担当課長と話したことございません。後、中

身、課長の方から答弁させます。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  これは、４月の１日から既に実施されようとしている。それな

のに、まだ担当課と協議してないというのは、これは重大な問題だと思います。既に、今まで一

遍は廃案になった法案なんです。中身がひどいというので。それがもういろんな妥協点を含めて、

今回成立したわけですけれども、一番の問題点は、今言った利用料の１割負担というのが一番大

きな問題なんです。今までは応能割で、その方の所得によってサービスの利用料というのは決め

られていたんですけれども、今度は応益割になりました。障害のひどい人ほどたくさんのサービ

スが必要になりますけれども、たくさんサービスが必要な人ほど、利用料が多いから、結局負担

がふえるというふうな仕組みに大きく変えられました。ですから、障害者の方も、障害者の家族

の方も、たくさんの反対のもとで、一たんは廃案に葬られたんです。それが、受益者に対する負

担ということや、これが財源不足ということから、結局はこういう形で大きなしわ寄せが寄せら

れようとしています。しかも、４月の１日のスタートですから、もう待ったなしなんです。これ

はもう、担当に答弁させますという前に、自分自身がすぐにでも担当課とまず協議して、内容を

知って、そして障害者の方たちの負担を少しでも軽くするように、法案を勉強して努力しますと

いうことの答えの方がまず先じゃないですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  この種の問題でございますけれども、いろんな形で要望が出てまいりま

す。国の制度はこういうふうになったということで、これも私まだ勉強していないので、早急に

勉強しながら、本当にこの制度、あと町で独自な政策が要るのかどうか、また他の市町村の動向

等も考えながら、勉強させてもらいます。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  これは、制度や仕組みとしては、非常に複雑で、担当課から説
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明を受ければ非常に長いものになるかとも思います。きょうの質問時間の中では、私は到底全部

をすることはできません。ですから、ここで一つ強調しておきたいのは、この障害者の方たちの

サービスに対する考え方が、この法律の中で大きく変わったという１点をまず押さえていただき

たいということです。 

 今まで所得に応じて負担するという応能負担の原則を壊して利用したサービス量に応じて負担

するという応益負担に変えたということ。これは障害者の人が人間として当たり前の生活をする

ために必要な支援、これを益とみなして負担を課すという、これは応益負担の考え方になってし

まうと、これは障害が重い人ほどサービスがたくさん要るわけですから、利用料が多くなって負

担も多くなる。そういうふうな考え方そのものが日本の憲法からしても、人間として当たり前に

生きるための必要な措置をお金にかえてしまうということなんですから、ここのところの考え方

が大きな福祉政策の後退であると思います。この点をしっかりまず押さえて、そして自治体とし

てのあり方を決めていただきたいと思います。まだ協議されていないということですから、今後

早急に協議をしていただいて、自治体として何ができるかという点で、早急に関係者とも協議し

て、みずからができる負担軽減策を考えていただきたいと思います。既に、これは利用料に対し

て１割の負担ですけれども、それに対して、今までどおり無料にできるように、市でこれは負担

をしましょうという横浜の動きがあります。それから、京都でも同様の負担軽減策の動きがあり

ます。そういう点から、これは関係団体とよく話し合った上で、今何が一番求められているかと

いうことをまず調査していただきたいと思います。 

 それで、もう１点質問いたしますが、こういうふうに、町長自身も情報量が少ないと思います。

それと同じように、障害を持たれている方も、今から自分たちがどれだけの利用料や負担をして

いかなきゃならないかということについて、まだよく把握できていないところがあるんです。で

すから、障害年金もらっている方につきましては、低所得１、２と、それから生活保護の方と、

それから所得の多い方と、いろんな段階に分けて軽減策がさまざまなメニューが盛られています。

今受けているサービスをそのまま続けようとすれば、一体自分はどれくらい負担をしたらいいの

か、こういう計算もままならない状態です。ですから、町の方にお願いしたいのは、実態を調査

することと、相談コーナーを早急に設けて、個別に不安のないように、しっかり相談できるよう

にまずしていただきたいと。あらゆる情報を公開するとともに、その方の置かれている状態から

どうすればいいかということを一緒に考えられる、そういうコーナーを、４月ですからもう、ス

タートは。そこからお金取られちゃうんですから、すぐ持っていただきたいと思いますけど、ど

うですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  一応今のところは、法に基づいてのやり方しか仕方がないと思いますけ
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れども、前向きな形で検討はやって、財政の問題もございますので、いろいろ種々検討、それか

ら近隣等々の状況もありますし、いろんな形で調査検討しながら、今からその取り組みを担当課

にさせてまいりたいと思います。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  まず、不安を取り除いていただくためにも、相談コーナーを持

って、そしてちゃんとしていただきたいと思います。そして、相談コーナーということで言えば、

この中では、地域の生活支援の制度につきましては、一般財源に繰り入れて、そしてその中で十

分事業ができるように国がしていくというふうに法律が変わっています。そうなると、自治体の

裁量で、そこに対してどれだけお金を使うかというのが決まってしまうわけですけれども、相談

支援事業制度という、こういう事業もちゃんと組まれています。その中では、介護保険のように、

ケアマネージメントを置いて、そして専門的な方がそれに対して対応していくという、相談事業

も地域支援事業の中の一つに入っております。財政的な措置も当然つくわけです。そういう形を

町の方でも検討してぜひ設置をしていただきたいと。 

 それと、もう一つは、そういう活動について、専門職の方を養成してもらいたい。この責任を

町が果たしていただきたいということです。担当がころころかわる形ではなかなか難しいと思い

ます。専門のケアマネージメントの、この資格を取って、そして相談支援事業をきちんとできる

体制、専門職の方をつくっていくと。これは行政の責任できちんとやるべきだと思います。この

ことの検討もぜひお願いしたいと思いますがどうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  財政が伴えば、すべて辻上議員の言うとおりにすれば、一番いいと思い

ますけれども、検討はさせていただきます。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  昨日、障害者の施設の方ともお話をしましたが、実施に伴って

一番怖いことは、こういう利用料がたくさんかかってくるということで、通所、現在通っている

所、自立のために訓練していることや通っている施設に通いにくくなって、そして家に引きこも

りの状態になる方が出てきたりしはしないかということを本当に切実に心配しておられました。

こうなれば、自立どころか、反対に病状を悪化させていくような形にもなりかねません。 

 そこで、再度のお願いですけれども、利用料の負担を軽減させること、不安をなくすために相

談のコーナーをしっかりつくること。それに対応する専門職をきちんと置くこと、以上のことを

再度要望いたしまして、この質問は終わります。 

 次は国民健康保険の問題です。これは、国保税も滞納の問題が言われていましたけれども、税

のこれまでの徴収の方法もあって、滞納世帯でいえば、築城の方がかなり多いという数字も出て
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おりますが、資格証明書、それから短期の保険証、こういう発行世帯につきましては、参考資料

として出していただきました。これ、一たん今の現状で、資格証明書を、滞納して資格証明書と

いうふうになりますと、全額を一たんは窓口で払わないと治療が受けられないというふうな形に

なっていくわけです。そういうことから、保険証の取り上げは命と直結する問題であるというふ

うに言われております。これ、新町長になられてから、実際、この数カ月だと思いますけれども、

資格証明書の発行、あるいはまた短期の保険証の発行、何件、自分の手で決裁を与えましたか。 

○議長（田原  親君）  住民課長。 

○住民課長（遠久 隆生君）  住民課長、遠久です。よろしくお願いします。 

 新町になってから、まだ１件もございません。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  これは、新町になって１件もないということですから、今後ど

う対応するかという点では、きちんとした答弁をいただきたいと思います。といいますのが、今

国会にかかっているのが、大変な法律がかかっているからです。これは医療法の医療制度改革が

今審議されているところです。この医療制度の一番の大きな特徴というのが、とにかく医療費の

大幅な値上げが目白押しになっております。ことしの１０月から、７０歳以上の窓口負担が現行

の２割から３割、２００８年の４月には７０歳から７４歳のすべての人の窓口負担が１割から

２割に値上げされようとしております。こういうすごい内容がありますし、また入院や手術で医

療費が高額になった時の高額療養費制度でも、患者負担が増額されようとしています。例えば人

工透析の月額負担も一定所得以上の人は負担が２倍になります。重い病気に苦しむ人にはさらに

負担を押しつけるという、そういう本当にひどい中身になってきております。こういう中で、保

険証１枚でどんな病気でも治せるというふうなことの理想のために、この国民健康保険制度とい

うものが当初はスタートしたはずです。そういう中で、どんどんと国庫負担を減らしていって、

自治体にその責任を押しつけた結果が大きな原因となって、今の国保の大変な現状になってきて

いると思います。国保料の滞納世帯は、全国的に見れば４７０万世帯、そして一方、この国民健

康保険証の取り上げが５年間で３.３倍の３２万世帯にもなって、保険証を取り上げられたため

に医療を受けられないで命を落とすという、そういう事態も各地で生まれてきているのが現状で

す。 

 今の現状から考えて、滞納世帯に制裁処置として、保険証を取り上げていくということについ

ては、できるだけないように、何としても命を守るためにこの保険証取り上げをやめて、今の国

民健康保険制度に、町独自で減免制度をつくっていくと、こういう方向で新しい町政に向かって

いってほしいのですが、お考えはどうでしょうか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  国保税の滞納者の関係のことでございましょうけれども、３つの考え方
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で、従前私が椎田町長の時からも言っておりまして、築城町も多分同じだというふうな形で、こ

の分については、３つの形態、滞納者、この方について、個別に面談をやっております。そして

面談をやって、自分の支払い能力に応じて誓約書を提出していただいております。この制約どお

り出しておる方には、一応短期といいますか、それを一応交付しておるわけでございます。そし

て、全くもう相談に応じない方、この方については、どうしようもできないというようなことで、

保険証の交付はしておりません。資格証明ということで、病院にかかる時は、窓口に来ていただ

いて、資格証明書と、そして１００％払っていただいて、納付が済めばお返しすると、そういう

ふうな形でしないと、正直に税金を払った人、払わない人ということで、当然これは区別をして

いかなければ、国保税の根幹にかかわる問題だと思っておりますし、やはり税金はそれぞれ納め

ていただく。どうしても前年の所得の状況で払えないという形になれば、納税相談には応じてお

りますし、そういう形の中で、分割払いという形、滞納分についての分割払い、そういうことで

応じておりますので、もしそういう方々がおられたら、辻上議員にも指導方をよろしくお願い申

し上げたいと思うんです。そして、やはり納税の意欲というものを滞納者もきちんと持っていた

だきながら、この国民健康保険税、これは相互扶助の形でございます。一般財源はつぎ込むこと

はできませんし、ただし、人件費だけは一般財源で賄っておるしだいでございまして、そういう

ことで、国庫負担等、皆さんの税金でこの保険は運営しておるというふうなことを理解していた

だきながら、やはりまじめに税金を納める人、納めない人という区別は当然させていただきなが

ら、まじめに納めていただく方法をぜひ私は督励していきたいと、このように考えておりますの

で、この処分といいますか、資格証明書、それから短期医療証ということでの措置はやむを得な

いと考えておるところでございます。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  今の政府のもとで全国で既に生活保護世帯は、１００万世帯を

突破して、この間も出てましたが、教育扶助や就学援助を受けている児童・生徒が１２.８％、

貯蓄ゼロの世帯が２３.８％と、こういう背景のもとで、国保の滞納の世帯も生まれていると思

うんです。ですから、そういう実態から考えたら、現在資格証明書の発行に切りかわれた人、短

期に切りかわった人、こういう形の中では、本当に困っている世帯もたくさんあると思います。

新町になって、これからという時に、こういう中で悲劇が起きないように、今資格証明書の発行、

あるいは短期の人、再度行政の方から洗い直して、悪質の人はきちんと啓発していかなければな

りませんけれども、実態がどうなっているかと、再度、ずっと長い間、短期でつないできている

人もいますし、資格証明の中でもまじめにきちんと相談すれば、また払っていける方も当然生ま

れていらっしゃいます。今までの発行総数、これを考えたら、かなりの数が出ています。１７年

度でいえば、資格証明書は旧椎田町では４１世帯、旧築城町では２１世帯の計６２世帯です。そ
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れから短期では旧椎田町で１５０世帯、旧築城町では１５６世帯、合計３０６世帯が短期の証明

書の発行というふうになっています。こういう形の中で、これらの世帯に対して再度洗い直すよ

うな形で相談活動をして、本当に不幸な出来事が起きないように、原点に返ってもう一度相談活

動に乗ってほしいと思います。そういう点で、新町長になられた今こそ、再度その点、調査され

たらどうかと思います。どうでしょうか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  国民健康保険だけじゃございませんけど、ほかの税金、いろんな、それ

から料金、住宅家賃等々ございますが、そういう形の中でぜひ、やはり納めるべきものは納めて

いただくような、またそして、それに見合う収入を何とか確保してもらわなければいけないとい

う問題もございますけれども、非常に収入とその公共料金の支払いといいますか、そこのところ

も非常に整合性があると思うので、極力、納税計画、それから納付計画というものを、築城の方

は滞納の徴収課がございますので、そこの方でぴしゃっと相談業務に応じるように、そして椎田

の分は徴収係の方でということで、そういう事務は滞納者との面談活動を数多く場面をつくって

いくように指導はしてまいります。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  その指導の観点ですけれども、行政の方から、国保に復帰でき

るように、国民健康保険証が再度持てるような形で、国保に復帰できる形の指導や対処の仕方が

必要だと思うんです。ですから、どうしても国保に復帰できる、こちら側の行政側に減免制度が

ないと、保険証というものは持てないと思いますので、今の政府のメニューの中にある減免制度

以外に、町独自でも国保に復帰できる特別な減免を考えていかなければならないぐらいの深刻な

状況になってきているんじゃないかと考えますので、そういう点で実態を調査していく上で、町

独自の減免制度を再度考えてみると。そうしないと、今のこれらの貯蓄ゼロ、あるいは教育に非

常にお金がかかる、またはリストラやいろんな形での産業構造で不況の中の人たちもいますから、

そういう世帯で本当に悲劇が起こるかもしれないと。これはよその町の問題ではありませんので、

状況を把握した上で、町独自のやり方というものをぜひ探求して、そしてだれもが保険証を持っ

ているような、そういう安心して病気療養ができる町づくりを目指していっていただきたいと思

います。ですから調査して収納するだけじゃなくて、どうしたら国保に復帰できるのかと。その

ために町にできる減免制度はないかという観点をもう一つ入れていただきたいと。そこでも対処

していただきたいと思います。その点どうですか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  減免制度自体は、これは好ましくないと考えております。というのは、

一たん税金をかけられれば、これは払ってもらうのは義務だと思っておりますし、それを払えな
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ければ、徴収猶予という制度です。減免をして、もうあなたは税金払わなくていいよということ

は絶対にしてはならないと私はこれは今までもずっと主張してきておりますし、あとは納税猶予

という形では、所得のない間は猶予して、あと、納付計画をぴしゃっと納税相談に応じながらつ

くっていくという形であれば。しかし一たん、滞納が片づけば、非常にスムーズに納めるように

なるんですけど、滞納が片づかないと、なかなかまた次の分が滞納という形になってくるので、

そこのところ、非常に難しい問題もありますけれど、とにかく滞納がなくなるような形での相談

業務をいたしてまいりたいと、このように考えております。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  すべての人が保険証を持って、安心して病気療養ができるよう

な形に近づくことを、これは理想の問題としないで、行政の目標と掲げて、きちんと国民健康保

険制度の本来のあり方に近づけていっていただきたいと思います。このことを再度要望しておき

ます。 

 最後に、城井川の問題について取り上げます。これは、城井川の源流から一番河口まで、城井

川の管理する町が合併によって一つになりましたので、これらの城井川に対して、今までのいろ

んな問題を解決していく上で、大事な時期に来ていると思います。特に寒田ダムの建設が中止に

なりました。今まで寒田ダムに治水、さまざまな多用途の目的を頼っていたところから、この川

をどういう形の川に、本当に町民に役立つ川に変えていくために力を注いでいい時期だと思いま

す。これまでも干ばつと防災、干ばつとそれから洪水と、こういう危険性をいつも伴ってこの川

とともに旧築城の町でも私は生活してきました。さまざまな陳情も上がりました。治水と農業用

水の確保などが一番の大きな問題です。 

 そこで、現在、この城井川に対して、県の方からどういう、管理しているのは県ですから、県

の方に対して、どういうふうに城井川の対策をとっていこうとしているか、町の行政の取り組み

と、それから県の方の対応、今の時点での対応をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  城井川の関係は、特に築城町の方で取り組みをしてきておった経過がご

ざいまして、私は合併後、就任してまだ２０日になりません。そういう形で、なかなか城井川の

治水対策と。これは旧椎田町に所属する分はふるさとの川事業ということで、そこの桜並木がご

ざいますが、その辺の公園化等々の事業は県の土木事務所の方が事業主体でございますけれど、

要望してやってきております。今、城井川の方でも、築城の団体で城井川を守る会とか、いろん

な会がありますけど、そういう団体の方々の意見も聞きながら、やはり当然農業用水を確保しな

ければ昨年の干ばつ、非常に厳しいものがございましたので、何とか農業用水の確保は、この城

井川からでないとできませんので、やっていこうと。その中で、若干、これはまだ正式に聞いた
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話ではございませんけれども、川の中に堆積している土砂をとって、そこに水がめをつくろうと

いうふうな話があることは若干聞いておりますけれども、具体的な話を県の土木事務所の方から

聞いたわけではございませんし、何とかこれを親水的な公園、それから干ばつ時の水がめという

ようなことで、堆積土砂を除去して、若干堰をつくるという話もあったようでございますし、そ

れが早くできるように、実現を、土木事務所の方に要望活動をやっていこうとは考えております。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  城井川については、寒田ダムの建設中止に伴っていろんな陳情

も行っておりますし、その結果、県がどういう対応をしたかという点について、そちらで情報を

把握しておれば、担当課でも町長の方でも答弁願いたいと思います。 

○企画課長（吉留 正敏君）  企画課長の吉留でございます。よろしくお願いいたします。旧築城

町の方で寒田ダムを担当しておりましたので、私の方から答弁させていただきたいと思います。 

 今町長のお話もありましたように、城井川開発の促進協議会が平成１６年度の総会で解散して

おります。その解散の席上、委員さんの方から、ただ解散するだけでいいのかというような御意

見も出まして、その後、両町の町長、議長で県知事の方に２町の要望書を提出しております。ま

た、それとは別に、ダムの建設予定地でありました寒田地区の要望を県が取りまとめしてほしい

ということもございまして、寒田地区の要望、それから築城町の要望を一緒に合わせまして、別

途県知事の方にも提出しております。県の方からは、それらの要望につきまして、県としては城

井川の整備については、個々に対応していくのではなくて、県としての方針を決めたいというこ

とで、河川整備計画という計画書をつくっていきたいという申し出がございました。一昨年から

予算がついて、今計画中だというふうに聞いております。平成１８年度には完成するということ

を聞いておりますので、その整備計画ができましたら、また県の方から何らかの説明なりが町の

方にあると思います。築上町といたしましては、県の河川整備計画に基づく城井川の整備を見守

りながら、町としての要望を今後も続けていくべきではないかというふうに考えております。 

 以上です。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  当然、その中には、防災から見て、治水をどうするか、それか

ら生活関連から農業用水の確保、こういう観点が入っての城井川の河川整備計画であるというふ

うに理解しておってよろしいですか。 

○議長（田原  親君）  企画課長。 

○企画課長（吉留 正敏君）  整備計画の中身については、詳しく承知しておりませんけれども、

従来から築城町、椎田町が城井川の治水対策、それから農業用水の確保等を要望してまいってお
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りましたので、当然そういったものが含まれているというふうに考えております。 

○議長（田原  親君）  辻上議員。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  町長では、その城井川の河川整備計画、この中身、重要な観点

として、防災面のことと、それから農業用水の確保の件、この件がきちんと入って整備されるよ

うに、再度県の方にきちんと確認していただきたいと思います。 

 それとあわせて、その計画書が出たら、関係者、議会はもとより、関係者に広く説明していた

だきたいということと、それからその計画が実施されていくに当たって、担当の係を１人きちん

と置いて、対策をとるというようなところまで検討していただきたいと思いますが、どうでしょ

うか。 

○議長（田原  親君）  町長。 

○町長（新川 久三君）  今要望のありました県の河川管理者の土木事務所長と話をしながら、何

とか前向きな姿勢を出していただくように要望してまいります。担当というのは、まだ今のとこ

ろ頭にありません。 

○議長（田原  親君）  辻上議員、あと１０分でございますが、いいですか。 

○議員（２０番 辻上  浩君）  では、その整備計画が出ましたら、その中にきちんと今の防災

対策や農業用水の確保の観点が入るように、再度確認をしていただきたいと思います。それに基

づいて城井川についての整備計画が進んでいくように望みます。 

 以上で終わります。 

○議長（田原  親君）  御苦労でございました。 

 これで本日の一般質問を終わります。残りの質問についてはあす１５日に行います。 

────────────・────・──────────── 

○議長（田原  親君）  以上で本日の日程はすべて終了しました。これで散会いたします。御苦

労さまでございました。 

午後２時35分散会 

────────────────────────────── 


